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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (百万円) 393,653 388,343 386,806 392,974 414,481

経常利益 (百万円) 15,870 24,633 27,957 28,603 31,641

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 12,431 15,325 17,601 17,993 20,918

包括利益 (百万円) 15,332 17,068 19,233 22,442 22,476

純資産額 (百万円) 112,802 125,808 137,112 151,437 159,849

総資産額 (百万円) 907,387 836,153 809,861 857,963 952,621

１株当たり純資産額 (円) 3,697.39 4,012.18 4,339.35 4,732.10 5,089.71

１株当たり当期純利益 (円) 353.44 523.33 594.85 608.10 706.92

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.8 14.2 15.9 16.3 15.8

自己資本利益率 (％) 10.9 13.6 14.2 13.4 14.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 71,317 66,021 57,086 △5,009 △20,555

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,143 17,602 △2,112 △2,234 △13,438

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △58,761 △86,679 △55,257 17,355 27,578

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 26,862 23,848 23,701 33,858 27,597

従業員数
〔外、平均臨時従業員数〕

(名)
2,484 2,495 2,514 2,624 2,796
〔246〕 〔246〕 〔267〕 〔326〕 〔406〕

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 株価収益率については、当社株式は非上場につき記載しておりません。

３ 臨時従業員数は、派遣社員等を対象としております。

４ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第42期の期首から適用してお

り、第42期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期

決算年月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月

売上高 (百万円) 306,152 293,872 281,401 271,567 276,372

経常利益 (百万円) 12,520 18,156 20,227 20,202 22,810

当期純利益 (百万円) 8,165 16,120 13,823 13,549 15,470

資本金 (百万円) 13,636 13,636 13,636 13,636 13,636

発行済株式総数 (株) 35,189,377 35,189,377 35,189,377 35,189,377 35,189,377

純資産額 (百万円) 87,794 100,341 106,482 111,664 117,977

総資産額 (百万円) 821,475 745,488 710,575 732,955 810,151

１株当たり純資産額 (円) 3,042.56 3,391.04 3,598.57 3,773.69 3,987.03

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
215.00 258.00 297.00 304.00 353.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 232.15 550.49 467.17 457.90 522.83

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 10.7 13.5 15.0 15.2 14.6

自己資本利益率 (％) 8.4 17.1 13.4 12.4 13.5

配当性向 (％) 92.6 46.9 63.6 66.4 67.5

従業員数
〔外、平均臨時従業員数〕

(名)
1,638 1,632 1,650 1,674 1,679
〔143〕 〔152〕 〔174〕 〔212〕 〔210〕

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 株価収益率、株主総利回り、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場につき記載しておりませ

ん。

３ 臨時従業員数は、派遣社員等を対象としております。

４ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第42期の期首から適用してお

り、第42期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっておりま

す。
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２ 【沿革】

1981年２月
住友商事株式会社が住商リース株式会社の自動車リース事業を分離し、住商オートリース株式会社を設
立

1995年１月 住銀リース株式会社の自動車リース部門が分離独立し、住銀オートリース株式会社設立

1998年８月 住商オートリース株式会社が日本証券業協会に株式を店頭登録

2000年４月
住商オートリース株式会社が出光興産株式会社の系列子会社アポロサービス株式会社より自動車リース
事業を譲り受ける

2000年12月 住商オートリース株式会社が東京証券取引所市場第二部に上場

2002年３月 住商オートリース株式会社が東京証券取引所市場第一部に上場

2002年９月 住銀オートリース株式会社がマツダオートリース株式会社の株式を取得し、子会社化

2002年10月
住銀オートリース株式会社(存続会社)が三井オートリース株式会社と合併し、三井住友銀オートリース
株式会社となる

2003年２月
住商オートリース株式会社が川商ラビエ株式会社の全株式を取得し、社名を川商オートリース株式会社
に変更

2003年３月
住商オートリース株式会社がSumisho Auto Leasing International Co., Ltd.
(現 Sumitomo Mitsui Auto Leasing & Service (Thailand) Co., Ltd.)を設立

2003年４月 住商オートリース株式会社がクボタリース株式会社の全株式を取得し、子会社化

2004年４月 住商オートリース株式会社が川商オートリース株式会社を吸収合併

2005年８月 住商オートリース株式会社が住友商事株式会社の完全子会社化(同年７月 東京証券取引所上場廃止)

2007年７月
住商オートリース株式会社がカーズ・イット株式会社(現 SMAサポート株式会社)の株式を取得し、子会
社化

2007年８月 三井住友銀オートリース株式会社が株式会社三井住友フィナンシャルグループの完全子会社化

2007年10月
住商オートリース株式会社(存続会社)と三井住友銀オートリース株式会社が合併し、住友三井オートサ
ービス株式会社となる

2009年３月 株式会社エース・オートリースの株式を取得し、子会社化

2013年４月 Summit Auto Lease Australia Pty Limited の株式を取得し、子会社化(現 完全子会社)

2013年11月 SMAS Auto Leasing India Private Limitedを設立

2016年９月 株式会社セディナオートリースの株式を取得し、子会社化

2019年１月 SMASフリート株式会社の全株式を取得し、子会社化

2019年１月
トヨタファイナンス株式会社、日野自動車株式会社との合弁会社であるMOBILOTS株式会社を設立し、持
分法適用関連会社化

2020年４月 SMASフリート株式会社を吸収合併
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2023年９月 PT. SMAS Mobility Indonesiaを設立

2024年７月 マースシフト株式会社の株式を取得し、子会社化

2025年１月 KD eソリューションズ株式会社の全株式を取得し、子会社化
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３ 【事業の内容】

当社グループは、自動車リース事業を主な事業内容として行っており、当社、連結子会社12社及び持分法適用関連

会社１社により構成されております。なお、主要な関係会社の詳細は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に

記載しております。

(自動車リース事業)

自動車の点検整備・修理等、自動車の維持管理に伴う各種サービスを含めたメンテナンス・リース、ファイナン

ス・リース、及び割賦販売等の事業を行っております。また、モビリティサービス事業、電気自動車（以下「EV」）

関連事業、カード事業、損害保険代理業務、用品販売及び各種取次ぎ業務、オートリサイクル事業、レンタカー事業、

陸送業等を行っております。

当社グループの主要な事業系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有
割合
(％)

被所有
割合
(％)

(連結子会社)

マツダオートリース
株式会社

広島県
広島市中区

100
自動車
リース事業

93.6 ―
事業資金の貸付
役員の兼任
自動車の賃貸借

株式会社エース・オート
リース

東京都
品川区

1,344
自動車
リース事業

95.0 ―
事業資金の貸付
役員の兼任
自動車の賃貸

株式会社
セディナオートリース

東京都
新宿区

150
自動車
リース事業

60.0 ―
事業資金の貸付
役員の兼任
自動車の賃貸借

マースシフト株式会社
(注)２

山形県
山形市

68
自動車
リース事業

80.0 ―
事業資金の貸付
自動車の賃貸

KD eソリューションズ
株式会社(注)３

大阪府
大阪市

25
自動車
リース事業

100.0 ―
事業資金の貸付
役員の兼任
自動車の賃貸借

Sumitomo Mitsui Auto
Leasing & Service
(Thailand) Co., Ltd.

タイ王国
バンコク市

THB
240百万

自動車
リース事業

83.0 ― ―

Summit Auto Lease
Australia Pty Limited
(注)４・５

オーストラリア
連邦
シドニー市

AUD
32百万

自動車
リース事業

100.0 ―
債務の保証
役員の兼任

SMAS Auto Leasing
India Private Limited
(注)４・６

インド共和国
ニューデリー市

INR
5,791百万

自動車
リース事業

74.3 ― 債務の保証

PT. SMAS Mobility
Indonesia(注)４

インドネシア
共和国
ジャカルタ市

IDR
245,000百万

自動車
リース事業

60.0 ― ―

SMAサポート株式会社
東京都
新宿区

124
自動車
リース事業

100.0 ―
事業資金の貸付
役員の兼任

その他２社

(持分法適用関連会社)

MOBILOTS株式会社
東京都
新宿区

7,500
自動車
リース事業

33.4 ―
役員の兼任
メンテナンス管理受託

(その他の関係会社)

住友商事株式会社
(注)７

東京都
千代田区

221,023 総合商社 ― 40.4
役員の受入
自動車の賃貸

三井住友ファイナンス＆
リース株式会社
(注)７

東京都
千代田区

15,000 リース事業 ― 33.4
役員の受入
自動車の賃貸
機器の賃借

株式会社
三井住友フィナンシャル
グループ (注)７

東京都
千代田区

2,345,960
銀行
持株会社

― 26.2 役員の受入

(注) １ 「主要な事業の内容」欄（その他の関係会社を除く）には、セグメント情報の名称を記載しております。

２ 2024年７月に株式を取得し、子会社といたしました。

３ 2025年１月に全株式を取得し、完全子会社といたしました。

４ 特定子会社であります。

５ 2024年４月に株式を追加取得し、完全子会社といたしました。

６ 2025年２月に増資を行い、資本金が増加しております。

７ 有価証券報告書提出会社であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2025年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

自動車リース事業 2,796 (406)

(注) １ 当社グループは、自動車リース事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。

２ 従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グル

ープへの出向者を含む。）であり、臨時従業員は、( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３ 臨時従業員は、派遣社員等を対象としております。

(2) 提出会社の状況

2025年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,679 (210) 42.6 13.8 8,077

セグメントの名称 従業員数(名)

自動車リース事業 1,679 (210)

(注) １ 当社は、自動車リース事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載をしておりません。

２ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

従業員は、( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３ 臨時従業員は、派遣社員等を対象としております。

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

当社及び連結子会社において、労働組合との間に特筆すべき事項はありません。
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(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

① 提出会社

当事業年度

管理職に占める
女性労働者の
割合(％)
(注)１・２

男性労働者の
育児休業取得率(％)

(注)３

労働者の男女の賃金の差異(％)(注)１

全労働者
正規雇用
労働者

パート
有期労働者

9.0 25.8 58.7 58.4 45.6

(注) １ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出しており

ます。

２ 2025年４月１日時点の割合を算出しております。

３ 「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第２号における育児休業等の取得割合を算出しております。

② 連結子会社

当事業年度

名称

管理職に
占める

女性労働者の
割合(％)
(注)１・２

男性労働者の育児休業取得率
(％)(注)１

労働者の男女の賃金の差異(％)(注)３

雇用管理区分 全労働者
正規雇用
労働者

パート
有期労働者

マツダオートリース
株式会社

6.5 総合職 100.0 ― ― ―

KD eソリューション
ズ株式会社

3.1 正社員 100.0 ― ― ―

(注) １ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出しており

ます。

２ 2025年３月31日時点の割合を算出しております。

３ 「労働者の男女の賃金の差異」につきましては、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平

成27年法律第64号）の規定に基づく開示をしておりませんので、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営方針

当社は、以下の経営理念、行動指針を定めております。

＜経営理念＞

Vision(目指すべき企業像)

私たちは、お客さまに満足と感動を提供し続けることで、

クルマ社会の発展と地球環境の向上に貢献します。

Mission(企業としての使命)

私たちは、お客さまの声とスピードを最重視し、

お客さまから支持される新たな価値と進化するサービスを提供し続けます。

Value(大切にする価値観)

私たちは、全役職員が情熱とプライドを持ち、夢を共有し、

お客さまと喜びを分かちあう豊かな企業風土を醸成します。

＜行動指針＞

１ 私たちは、お客さまの信頼を得られるよう迅速かつ誠実に行動します。

２ 私たちは、数多くの改善や、新しい試みにも自ら進んで取り組みます。

３ 私たちは、納得ゆくまで根気強く話しあい、協力し合う職場を築きます。

４ 私たちは、高い倫理観を持ち、法令および社内規則を遵守して行動します。

５ 私たちは、思いやりと感謝の精神を持ち、社会や地球環境の向上に貢献します。

なお、当社は2024年度事業計画を「SMAS Evolution 2024∞」とし、３つの大方針を掲げました。

① 事業領域の拡大

リースを中心とするビジネスモデルに留まらず、外部環境の変化を先取りした新規ビジネス創出を目指し、

人的リソースの再配分、IoT・AI等の先進的技術の活用、外部パートナーとの連携強化により、「総合モビリテ

ィサービス」の先駆者となるべく努めます。またアジア・大洋州を中心に海外事業の拡大にも取り組んでまい

ります。

② 事業基盤の強化

高い付加価値を持つ商品の開発を進め、お客さまの満足度向上と取引拡大に取り組み、将来の安定的な収益

の獲得に努めます。同時に、取引拡大に伴う業務量の増加への対応として全社横断での業務フローの見直しや

システム化等による業務生産性の向上に努めます。

③ 社会変化への対応

急速に変化し続ける社会変化に遅れることなく対応すべく、雇用・人財育成の人事戦略の構築、Diversity &

Inclusion（以下「D&I」）の促進、経営戦略の錬成、社員全員のデジタルリテラシーの向上、企業文化の必要

な改革に努めます。
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2025年度は、2027年度の目指す姿である「サステナブルな社会に向けたモビリティプラットフォーマー」に向け、

３つの大方針と各方針に則した計12個の重点施策を設定した事業計画として、『SMAS Evolution 2025∞』を策定い

たしました。2025年度の事業計画の達成に向けて、全社一丸となり取り組んでまいります。

<<2025年度事業計画（SMAS Evolution 2025∞）の３つの大方針>>

Ⅰ．事業領域の拡大

Ⅱ．事業基盤の維持・強化

Ⅲ．社会変化への対応

(2) 経営環境

2024年度の国内経済につきまして、第１四半期（2024年４～６月）の実質GDP成長率は、個人消費を中心に内需項

目が回復したことなどから、２四半期ぶりのプラス成長となりました。第２四半期（2024年７～９月）は所得環境

の改善などを背景に、引続き個人消費が回復を牽引し、２四半期連続のプラス成長となりました。第３四半期

（2024年10～12月）は、外需は輸出が増加した一方で輸入が減少したことで外需寄与度が大幅にプラスとなり、こ

れが全体を押し上げ３四半期連続のプラス成長となりました。第４四半期（2025年１～３月）は、トランプ政権が

米国への輸入自動車に25％の追加関税を課す方針を示唆しました。自動車や中国への関税引き上げはわが国の製造

業の不振に追い打ちをかけることとなり、景気は先行き不透明感が強まりました。

自動車業界においては、認証試験不正の相次ぐ発覚とそれに伴う生産・出荷停止はあったものの、半導体など部

品の供給不足の解消による新車供給の回復や、スケジュールが遅れていた新型車の発売などによって、登録車及び

軽自動車の新車販売台数の合計（2024年４月～2025年３月実績：一般社団法人日本自動車販売協会連合会発表）は

前年度比1.0％増の457万５千台となりました。

このような環境の中、法人市場においてはコストを抑制できる再リース契約を選択する等のコスト削減の意識が

当連結会計年度も続いております。法人・個人ともに自動車については、保有・リース・カーシェアリング等の多

種多様な選択肢の中から検討されるものと考えられ、自動車リース会社も外部環境の変化を敏感にとらえ、お客さ

まのニーズに対応できるサービスを提供していく努力が必要となります。

当社グループを取り巻く環境においては、地球温暖化に伴う気候変動や異常気象問題、少子高齢化の進行、IoTや

AI技術をはじめとするデジタルの進化等、大きな変化がこれまでにないスピードで起こっており、このような変化

を敏感にとらえ、お客さまのニーズに対応した新たな価値をいち早く提供するため、当社グループ自身も常に進化

し続けていく必要があると考えております。

(3) 対処すべき課題について

① サステナビリティ及びカーボンニュートラルへの対応

サステナビリティを意識した経営の重要度が増していることから、当社では「サステナビリティ推進部」を中

心にサステナビリティ経営を引続き邁進しております。また、全社的なサステナビリティへの取り組みを具体化

するとともに、「サステナビリティ推進委員会」の設置や、サステナビリティレポートの発行を毎年行っており

ます。

近年の脱炭素化に向けたEV化の動きの急速な高まりを受け「EV＆カーボンニュートラル戦略推進部」が主体と

なり、株主との連携、自動車メーカー、EV関連企業、エネルギーマネジメントやモビリティに関する専門的知見

を持つ企業や、地方銀行・地方銀行系のリース会社等と様々なパートナーシップにより、法人顧客や自治体が抱

えるカーボンニュートラルの実現への課題解決に向けた活動に努めてまいります。

② 新リース会計基準への対応

2024年９月、企業会計基準委員会より「リースに関する会計基準」及び「リースに関する会計基準の適用指

針」（以下、合わせて「新リース会計基準」）が公表されました。これにより、2027年４月１日以降開始する事

業年度から、原則全てのリース取引のオンバランス化が義務付けられることになりますが、当社は新リース会計

基準を適用されるお客さまの支援に努めてまいります。

なお、お客さまにとって自動車リースの導入は自動車関連業務の省力化を目的とすることが多いことから、新

リース会計基準の適用が当社グループに与える影響は限定的だと考えております。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取り組み】

文中の将来に関する事項は、社内の経営会議で合理的な根拠に基づく適切な検討を経て当事業年度末現在において

当社が判断したものであり、その達成を保証するものではありません。

また、連結グループの主要な事業を営む会社において、関連する指標のデータ管理とともに具体的な取り組みが行

われているものの、必ずしも連結グループに属する全ての会社では行われていないことから、提出会社単体の記載と

しております。

サステナビリティ基本方サステナビリティ基本方サステナビリティ基本方サステナビリティ基本方サステナビリティ基本方針針針針針

私たちSMAS（住友三井オートサービス）は、経営理念の中で「お客さまから支持される新たな価値を提供し続け、

クルマ社会の発展と地球環境の向上に貢献する」ことを掲げ、サステナブルな社会を目指しています。実現にあたっ

てはマテリアリティを定め、事業活動による社会課題の解決と事業外活動による社会への貢献にステークホルダーの

皆さまとともに取り組んでまいります。
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(1) ガバナンス

サステナビリティに関連するイシューは、当社の経営における重要課題の一つであると認識しております。

サステナビリティ経営を推進していくために、サステナビリティ推進部担当役員を委員長とした「サステナビリ

ティ推進委員会」を組成しております。サステナビリティ推進委員会は年４回を基本的なスケジュールとして開催

し、当社のサステナビリティへの取り組みを検討し、経営会議へ報告する体制を有しております。気候変動などの

サステナビリティ経営全般における重要事項は経営会議で審議され、取締役会に報告されます。取締役会では報告

内容について議論、監督を行っております。詳細につきましては、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・

ガバナンスの状況等」をご参照ください。

(2) リスク管理

当社は、気候変動をはじめとするサステナビリティ全般のリスクと機会を予め識別・評価し、サステナビリティ

推進委員会で重要リスクを特定しております。重要リスクについては、経営会議で審議を行い、取締役会に報告す

ることとなっております。重要課題の進捗状況については、サステナビリティ推進委員会及び経営会議を通じて適

切に管理してまいります。

(3) 戦略

サステナビリティ経営を実践するうえで、経営リスクの最小化とビジネス機会の最大化が求められます。また、

100年に一度と言われる大変革期を迎えている自動車産業では、カーボンニュートラルに向けたEV戦略を本格化して

おります。

当社は、グループとして国内外で約108万台の保有管理台数を有し、約22万社のお客さまの移動をサポートする自

動車リース業界のリーディングカンパニーとして、より多くのパートナーと連携しながらEV戦略を進めるべく、モ

ビリティ社会の脱炭素化を推進しております。

人財は、サステナビリティ経営の実践に向けた価値創造の源泉という考えから、EVリースをはじめとした気候戦

略に加え、これらを支える人財戦略も同時に推進しております。
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（気候変動戦略）

不確実な将来を見据えたサステナビリティ経営を実現するためには、２℃以下を含む複数のシナリオで分析を

行い、気候戦略を立てる必要があります。1.5℃と４℃のいずれのシナリオにおいても気候変動リスクは限定的で

あり、影響が少ないと評価しております。

一方、1.5℃シナリオの中長期視点から評価したとき、気候変動は当社にとって大きなビジネス機会になると考

えており、脱炭素に向けたEVリースの普及拡大に向けた戦略を強化しております。

気候変動のシナリオ分析にあたっては、短期（１年以内）、中期（～2030年）、長期（～2050年）の時間軸を

設定しております。

気候関連のシナリオ分析においては、TCFD提言に基づき、以下の２つのシナリオを採用しております。

● 1.5℃シナリオでは、国際エネルギー機関（IEA：International Energy Agency）が発行したWorld Energy

Outlook（WEO）2021のNZEシナリオ※）を採用しております。

※Net Zero Emissions by 2050の略：2050年ネットゼロ達成、2100年の温度上昇1.5℃

● ４℃シナリオでは、国際気候変動に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental Panel on Climate

Change）の報告書のRCP8.5シナリオを採用しております。

それぞれの環境課題におけるリスクと機会の詳細は次のとおりであります。表は、株式会社日本格付研究所が

発行するESGクレジットアウトルックの評価内容をもとに当社で作成しております。

分類 詳細内容

気候変動

(カーボンニ

ュートラル)

リスク 当社は、石炭火力のような座礁資産になり得るものは保有しておらず、工場も所有して

おりません。環境負荷を極力抑えた形で事業活動を展開しているため、脱炭素社会への移行

に伴うリスクは小さいと認識しております。

商品であるリース車両に関しても、強い制限が課される状況にはないことから、気候変

動の観点より当社への影響は小さく、将来においても影響を及ぼす可能性は低いと考えてお

ります。

機会 企業は気候変動を始めとする環境課題や社会課題への対応が求められております。その

対策の一つとしてEVの導入を検討している企業が増えてきており、法人契約が主流となって

いる自動車リース市場においては、今後EV需要の増加が見込まれます。

当社は、EVリースをビジネスの競争軸として考えております。EVの保有管理台数を中長

期的に増やす計画を掲げており、EVリースを積極的に推進する方針です。

また、EV関連に特化した専門部署を設置し、お客さまや地域へのEV導入支援を行ってお

ります。単なるEVリースだけではなく、充電環境、車両管理・メンテナンスを含めた複合的

な提案を行い、普及促進を加速化させております。

EVのニーズが今後更に強まることが予想されるため、将来的には当社ビジネスへの貢献

の可能性も広がると想定しております。



― 15 ―

資源循環

(サーキュラ

ーエコノミ

ー)

リスク 当社は、整備工場などを所有していないため、廃棄物はオフィスから排出される一般廃

棄物がメインになります。

また、商品であるリース満了車両については、中古市場等で売却及び処分しているため、

車両商品関連の廃棄物を直接的に排出する機会は限定的と考えております。

資源・廃棄物の観点から当社への影響は小さく、将来においても影響を及ぼす可能性は

低いと考えております。

機会 当社は、リース期間が満了した車両が再リースとして継続利用されなかった場合、入札

会などの中古市場等で売却しておりますが、これらの活動は資源の循環的な利用と車両の使

用寿命の延伸に貢献しております。

また、車両修理等においてはグリーンパーツも使用しており、資源を有効的に活用して

おります。

資源枯渇や世界的な人口の増加の背景から、サーキュラーエコノミーへの対応ニーズが

今後更に強まることが予想されるため、将来的には当社ビジネスへの貢献の可能性も広がる

と想定しております。

自然災害 リスク 特定の自然災害が当社の与信先や事業拠点に損害を与える可能性はあるものの、地域が

分散されていることなどから影響は限定的です。自然災害の観点から当社への影響は小さ

く、将来においても影響を及ぼす可能性は低いと考えております。

機会 自動車リース業界では、損害保険業界などと比較して自然災害との関連性が低いです。

当社は、大雨・洪水・台風・高潮・地震による津波などの水害で、概ね車両の床下（フロ

ア）浸水程度の被害を受けた既存取引先の車両に対し、車両使用の可否について臨時の簡易

点検を行う車両災害サポートプログラムを提供しております。

また、地方自治体とEVの導入及び再生可能エネルギーの調達、災害対策に向けた連携協

定などの締結により、連携企業とともに活動を推進しておりますが、自然災害分野での当社

ビジネスへの貢献が小さく、将来においても影響範囲が限られると想定しております。

自然環境・

生物多様性

リスク 当社は、製造業などと比較して自然環境・生物多様性などとの関連性が低いため、自然

環境・生物多様性の観点から当社への影響は小さく、将来においても影響を及ぼす可能性は

低いと考えております。

機会 当社は、製造業などと比較して自然環境・生物多様性などとの関連性が低いため、自然

環境・生物多様性の観点から当社ビジネスへの貢献は小さく、将来においても貢献範囲が限

られると想定しております。
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（人財の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略）

（人財育成基本方針）

私たちは、人の力が企業を支える最も大切な財産と捉えています。企業の成長と社会の課題解決に貢献する

ため、従業員一人ひとりが求められる人財像を目指し、個々の能力を最大限に引き出すことが重要だと考えま

す。

（基本方針）

私たちは、サステナビリティ経営で求められる人財像を打ち出し、企業の成長と社会の課題解決に貢献でき

る人財の育成に注力します。

① 求める人財像

● 多様性を受容し、当社グループとともに自ら成長できる人財

● 新たな価値創造へ自ら工夫し、挑戦し続ける人財

● 常に相手目線で考え、揺るぎない信頼を獲得できる人財

② 多様性の確保

人財の確保では、新卒採用だけでなく、キャリア採用にも力を入れ、退職者登用制度の充実などにより、

バックボーンの異なる背景を持つ社員の採用を積極的に進めております。

③ 育成プログラムについて

求める人財像を各人が具現化するために、当社の人財育成は、「OJT（職場トレーニング）」「OFF-JT（集

合研修等）」「自己啓発」が相互を補完し合いながら三位一体となり個々人の成長をサポートしておりま

す。

当社は、必須研修・公募型研修・自己啓発研修・選抜研修と幅広いラインナップを用意し、OFF-JT研修と

して年間100を超える講座に個々人が必要とされるスキル・知識を自律的に学べる環境を整備しております。

④ 経営人財育成・グローバル人財育成への取り組み

将来の経営人財育成のために、当社独自の長期研修プログラムを策定しております。当該プログラムはビ

ジネスをリードできるリーダーの育成を目的にしており、リーダーシップを中心に経営リテラシー・人財マ

ネジメント・キャリア・リベラルアーツ・イノベーションなど多岐にわたる分野を約10ヶ月間学ぶプログラ

ムです。

そのほか、経営層向け・部店長向け・中堅社員向け・若手社員向けと、各階層に異業種研修や長期研修を

用意し、またMBA講座プログラムの提供など経営人財育成の施策を拡充しております。

グローバル人財育成は海外トレーニー制度に加え、海外勤務者育成の一環として英語学習支援（オンライ

ン英会話サービス・TOEIC IPテスト）やTOEICスコア取得報奨金制度なども用意しております。
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（社内環境整備基本方針）

私たちは、多様性と包括性（D&I）を強力な組織の基盤と捉えています。異なるバックグラウンドや視点を尊

重した社内環境を提供し、一人ひとりの能力を最大限に引き出すことで、全ての従業員が輝き、組織全体の成

果を高めると考えます。

（基本方針）

私たちは、D&Iに則り、平等な機会と尊重の文化を通じて、公正で公平な社内環境を提供し、個々の成長と組

織の繁栄を支えることに積極的に取り組みます。

① 女性活躍推進

当社は、女性活躍推進をD&I推進の一環とし、女性が積極的にキャリアを積み、ますます活躍できる会社と

なるために、全社的な風土醸成を行うとともに、職掌転換によるキャリアアップ機会の積極的な提供及び女

性管理職候補となる人財の発掘、意識付け、教育などを行っております。

毎年女性管理職を一定数登用することを目標に掲げ、階層別キャリア研修の導入、女性総合職の外部管理

職セミナーへの派遣等を中心とした各種施策の推進及び社外メンター制度の導入などのサポート体制構築に

も取り組んでおります。

② Good Workplace全社活動

当社は、ハラスメントがなく全ての役職員が自分らしく働きやすい健全な職場「Good Workplace」を目指

し、ハラスメント防止研修やコンプライアンス研修などの各種研修を継続的に行っております。

③ 多様な働き方の実現に向けて

当社は、テレワーク制度、コアタイムのないスーパーフレックス制度、レンタルオフィス利用制度などを

導入し、社員の多様な働き方を支援しております。

④ 人財の最適な配置とキャリア支援

当社は、社員一人ひとりのキャリアをサポートするためのさまざまな制度があります。本人の希望を登録

することによる異動の実現や職掌転換・社内公募をはじめとする各種制度を設け、人財配置や社員の目指す

キャリア実現のサポートを行っております。

キャリア研修だけでなく、キャリアにおける自己申告制度、社内公募制度、日常の上下関係から離れた立

場の社員による面談を通して悩みや課題を聞いてサポートするキャリア・サポ―ター制度なども整備してお

ります。

⑤ 公正な評価への取り組み

当社は、人事評価を一人ひとりが自分の役割を理解してその実現に向けて努力し、自らを成長させていく

人財育成のための重要な仕組みと位置付けております。

評価制度においては、当社が求める人財像に向けて期待される行動が明らかにされており、公正かつ、透

明性のある評価運営に努めております。

また、部下が上司のマネジメント等に関する観察を行う多面観察制度も導入し、年に１回実施しておりま

す。
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⑥ ワーク・ライフ・バランス

当社は、社員に将来にわたって活躍できる人財になって欲しいと望んでおり、出産・育児というライフイ

ベントの中でも就業意識のさらなる向上と、仕事と育児を両立するスキルを身に付けてもらうための「育児

休暇復帰支援プログラム」を導入しております。希望者は仕事に役立つ100種類以上の講座の中から受講し、

休暇中におけるスキルアップを目指すことや、育児に関し24時間相談できるサービスを導入し、積極的な育

児休暇取得を推進しております。また、男性の育児休暇取得促進にも注力しております。

⑦ 新人事制度導入

変化の激しい時代の中で柔軟に対応できる会社・組織・人財の必要性から、2024年４月より新人事制度を

導入しております。より一層多様な価値観を受容し、幅広いキャリアを自ら選択しながら全社員が成長実感

と働きがいを持つことができる制度となっております。

(4) 指標及び目標

当社は、2050カーボンニュートラルの実現を目指しております。2017年から気候変動に関する「中長期環境目

標」を掲げておりましたが、マテリアリティへの対応の実効性を高めるために、2021年度からは人財の確保や育成

についても中長期目標を掲げ、活動のレベルアップを図っております。気候変動及び人財に関する指標及び目標は

次のとおりです。なお、温室効果ガス（GHG）排出量の実績については、2025年10月頃に、当社ウェブサイトで公表

する予定です。

指標 ゴール年 目標値 実績(当事業年度)

社用車のEV化促進 2030年度 100％ 56.3％

女性管理職比率 2027年度 15％ 9.0％ (注)

人財育成（社員能力開発時間） 2027年度 30時間以上/人 22.9時間/人

(注) 女性管理職比率の実績は、2025年４月１日時点の割合を算出しております。
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３ 【事業等のリスク】

当社グループの事業等に関するリスクとして、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項

には、以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グルー

プが判断したものであります。

(1) 事業環境の変化

自動車リース事業を取り巻く環境は、個人リース市場が拡大する一方で、法人市場についてはコストを抑制でき

る再リース契約を選択する、或いは契約は継続しつつも営業活動の状況にあわせ車両の利用を一時的に停止するな

どのコスト削減の意識が続いております。法人・個人ともに自動車については、保有・リース・カーシェアリング

等の多種多様な選択肢の中から検討されるものと考えられます。

また、消費者物価指数及び企業物価指数に表れているとおり、自動車リース業界においても物価高の影響が顕在

化しており、翌年度以降も物価上昇の傾向は続くものと考えております。当社グループはこうした外部環境の変化

を敏感にとらえ、リースを中心としたビジネスに留まらず、モビリティサービスやEV関連サービス、海外事業等、

事業領域の拡大、社内の業務効率の改善、適正な価格転嫁を図っておりますが、環境変化に適切に対応できなかっ

た場合には、事業機会の減少により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 信用リスク

当社グループが行う自動車リース取引では、通常５年程度の期間にわたる契約を締結し、毎月のリース料によっ

て債権を回収するため、その間に取引先が倒産する等により債権が回収できないリスクを有しております。取引に

際しては、事前に取引先の業績や市場環境、物件価格の妥当性、担保の有無等を踏まえて慎重に支払能力の審査を

行っております。契約期間中は取引状況や取引先の業況、担保・保証等の保全状況を勘案して査定を行い、貸倒実

績率法等の合理的な基準により貸倒引当金を計上しております。また、不測の事態の際にはリース車両の返却を受

けて売却し、債権の一部を回収することにより、損失リスクを低減しております。しかしながら、経済情勢の悪化

等による取引先の倒産等の増加、担保価値の毀損、車両価値の下落等により貸倒損失が増加し、当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 残価リスク

当社グループが行う自動車リース取引では、通常リース満了時の残存価額（以下「残価」）を設定しておりま

す。リース満了時に返還された車両を売却することによって、残価との差額を売却益として計上できる一方、残価

を下回る価格で売却または廃棄する場合には損失を被るリスクを有しております。この残価リスクについては、定

期的に残価委員会を開催し、車両売却状況や中古車市場の動向に基づいて車種ごとの残価の見直しを行っておりま

すが、市況が急激に変化した場合には、売却または廃棄によって損失が発生し、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。

(4) メンテナンス費用の変動リスク

当社グループが行う自動車リース取引では、リース料等の収入は契約時点の取り決めにより変動しない一方、メ

ンテナンス費用は故障発生頻度や部用品価格・工賃の状況によって変動するリスクがあります。このメンテナンス

費用の変動リスクについて、部用品の大量購入や、生産性の高いメンテナンス工場への集約化によって売上原価の

低減を図るとともに、定期的に収支のモニタリングを実施しております。しかしながら、現在ではメンテナンス費

用の増加は顕在化しており、翌年度以降も増加傾向が続くものと考えております。適正な価格転嫁が図れない場合

には利益が減少し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 金利変動リスク

当社グループが行う自動車リース取引では、リース料は契約時点の金利水準をもとに決定し、契約期間中は変動

しません。一方で、リース車両の取得資金については、固定金利・変動金利を組み合わせて資金調達の効率化を図

っております。そのため、金利水準の変動により資金原価が増加するリスクを有しております。この金利変動リス

クについては、ALM（Asset Liability Management：資産と負債の総合管理）により資産・負債の状況を的確に把握

し、金融情勢を見極めながらリスク管理を行っております。しかしながら、市場金利が急激に上昇した場合には資

金原価が増加し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 資金調達に係る流動性リスク

当社グループは、自己資本、金融機関からの借入、社債、コマーシャル・ペーパーの発行等により事業資金を調

達しております。資金の流動性リスクについては、調達手段の多様化や長期と短期の調達バランスの調整を行い、

ALMによるリスク管理を行っております。しかしながら、金融環境の急激な悪化や当社グループの信用力の低下によ

って、通常よりも著しく高い金利水準で調達する場合、または、事業に必要な資金が十分確保できない場合には、

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(7) 株価変動リスク

当社グループは、市場性のある株式を保有しております。経済金融環境の悪化、発行体の業績悪化等によって株

価が下落した場合、保有株式の評価損が発生し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(8) 制度変更リスク

当社グループは、現行の法律、税務、会計及び自動車に関する諸制度や基準に基づき、自動車リース取引等の各

種事業を行っております。事業活動に重大な影響を及ぼす法改正や制度変更等が行われた場合には、当社グループ

の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(9) コンプライアンスに関するリスク

当社グループは、業務を行うに際して会社法、独占禁止法、個人情報保護法、保険業法及び銀行法等の法令の適

用及び規制当局の監督を受けております。また、海外においては、それぞれの国における法令等の適用及び規制当

局の監督を受けております。当社グループは、法令その他諸規制を遵守すべく、コンプライアンス体制及び内部管

理体制の強化に取り組んでおり、役職員に対して適切な指示、指導及びモニタリングを行う体制を整備するととも

に、不正行為の防止・発見のために予防策を講じております。しかしながら、役職員が法令その他諸規則を遵守で

きなかった場合、法的検討が不十分であった場合には、不測の損失の発生や業務制限を受けること、また、取引先

からの損害賠償請求や社会的信用の失墜等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

(10) オペレーショナルリスク

当社グループは、業務に関するルールを規程やマニュアルに定め、適切に業務遂行される体制を整備しておりま

すが、役職員が定められたとおりの事務処理を行わない、或いは事故、不正を起こすことによる事務リスクを有し

ております。また、情報システムの停止、誤作動、不備、不正利用等によるシステムリスクを有しております。こ

れらによって損失が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(11) 戦略的提携、出資、買収に関するリスク

当社グループは、国内外において事業拡大のために戦略的な提携や出資、買収を行っております。こうした戦略

的提携等については、提携関係が解消された場合や、買収に伴う費用が増大した場合、事業環境が変化した場合等

に、期待どおりの成果が上げられない可能性があり、その結果、のれんの減損等が発生することによって、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(12) 海外事業に関するリスク

当社グループは、日本のほか、タイ、オーストラリア、インド、インドネシアにおいて事業を行っております。

これら諸外国において、競争が更に激化した場合や、予期し得ない法律や制度の変更、経済金融環境の変化、政治

情勢の混乱、テロ等の事態が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

(13) 情報セキュリティについて

当社グループは、事業活動を通じて取引先の個人情報や営業上の機密情報を取り扱うため、情報の取扱い等に関

する規程の整備、従業員への教育、システムセキュリティの強化、委託先の監督等により、情報管理体制の高度化

を図っております。しかしながら、不正アクセスやサイバー攻撃等により情報の漏洩、消失等の事態が発生した場

合には、信用低下により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(14) 災害等の発生に関するリスク

当社グループは、国内外の各地に拠点をおいて事業を行っております。地震や気候変動に起因する台風、集中豪

雨等の自然災害や感染症の蔓延、テロ等によって、拠点の施設が被害を受けた場合に、事業の継続が困難になるリ

スクがあります。こうした災害等による事業継続のリスクについては、事業継続計画を策定して定期的に訓練を実

施し、不測の事態に備えておりますが、想定を超える被害を受けた場合には、当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。



― 22 ―

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）における当社グループの財政状態、経営成績及びキ

ャッシュ・フロー（以下「経営成績等」）の状況の概要並びに経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況

に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績等の状況の概要

① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度における当社グループの営業の業容では、新車契約の獲得増加により契約実行高は2,991億17百

万円（前連結会計年度比18.9％増）、営業資産残高は7,815億14百万円（前連結会計年度比836億36百万円増）と

なりました。損益面では、営業資産残高の増加等により売上高は4,144億81百万円（前連結会計年度比5.5％増）、

営業利益は318億13百万円（前連結会計年度比11.9％増）、経常利益は316億41百万円（前連結会計年度比10.6％

増）となりました。結果、親会社株主に帰属する当期純利益は209億18百万円（前連結会計年度比16.3％増）とな

りました。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローにつきましては、現金及び現金同等物は前連結会計年度末より62

億61百万円減少し、275億97百万円となりました。

a 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、205億55百万円の支出（前連結会計年度は50億９百万円の支出）とな

りました。主な支出の要因は、賃貸資産の増加額1,155億５百万円、リース債権及びリース投資資産の増加額

325億55百万円であり、主な収入の要因は、賃貸資産減価償却費908億28百万円、税金等調整前当期純利益314億

62百万円であります。

b 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、134億38百万円の支出（前連結会計年度は22億34百万円の支出）とな

りました。主な支出の要因は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出94億24百万円によるもの

であります。

c 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、275億78百万円の収入（前連結会計年度は173億55百万円の収入）と

なりました。主な収入の要因は、長期借入れによる収入1,619億50百万円、社債の発行による収入199億８百万

円であり、主な支出の要因は、長期借入金の返済による支出1,509億21百万円、社債の償還による支出100億円

であります。



― 23 ―

③ 営業取引の状況

a 契約実行高

当連結会計年度における契約実行実績は次のとおりであります。なお、当社グループは自動車リース事業の

単一セグメントであるため、セグメント別の契約実行高の記載は省略しております。

セグメントの名称 契約実行高(百万円) 前年同期比(％)

自動車リース事業 299,117 118.9

b 営業資産残高

前連結会計年度及び当連結会計年度における営業資産残高は次のとおりであります。なお、当社グループは

自動車リース事業の単一セグメントであるため、セグメント別の営業資産残高の記載は省略しております。

セグメントの名称

前連結会計年度 当連結会計年度

期末残高(百万円) 期末残高(百万円)

自動車リース事業 697,878 781,514

c 営業実績

前連結会計年度及び当連結会計年度における営業実績は次のとおりであります。なお、当社グループは自動

車リース事業の単一セグメントであるため、セグメント別の営業実績の記載は省略しております。

① 前連結会計年度

セグメントの名称
売上高
(百万円)

売上原価
(百万円)

差引利益
(百万円)

資金原価
(百万円)

売上総利益
(百万円)

自動車リース事業 392,974 316,247 76,726 2,630 74,096

② 当連結会計年度

セグメントの名称
売上高
(百万円)

売上原価
(百万円)

差引利益
(百万円)

資金原価
(百万円)

売上総利益
(百万円)

自動車リース事業 414,481 328,622 85,858 4,417 81,440
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

① 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成して

おります。この連結財務諸表の作成にあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び

仮定を用いておりますが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性があります。

連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは「第５ 経理の状況 注

記事項 (重要な会計上の見積り)」に記載しております。

② 事業環境

自動車業界においては、認証試験不正の相次ぐ発覚とそれに伴う生産・出荷停止はあったものの、半導体など

部品の供給不足の解消による新車供給の回復や、スケジュールが遅れていた新型車の発売などによって、３年連

続で登録車及び軽自動車の販売台数が前年実績超えを果たし、登録車及び軽自動車の新車販売台数の合計（2024

年４月～2025年３月実績：一般社団法人日本自動車販売協会連合会発表）は前年度比1.0％増の457万５千台とな

りました。

自動車リース業界においては、2024年度（2024年４月～2025年３月実績：一般社団法人日本自動車リース協会

連合会発表）のリース契約台数は前年度比11.5％増の203万台、このうち新車リース契約台数は前年度比10.6％増

の81万９千台となりました。新車販売台数に占めるリース化率は前年度比1.5ポイント増の17.9％となり、過去最

高を更新しました。

法人・個人ともに自動車については、保有・リース・カーシェアリング等の多種多様な選択肢の中から検討さ

れるものと考えられ、自動車リース会社も外部環境の変化を敏感にとらえ、今まで以上にお客さまのニーズに対

応できるサービスを提供していく努力が必要となります。

③ 事業活動

当社グループの安定した収益を確保し、持続的な成長への軌道を確立すべく策定した新たな事業計画「SMAS

Evolution 2024∞」の３つの大方針に係る成果は次のとおりであります。

a モビリティサービス事業及びEV関連事業の強化

自動車産業は、コネクティッド、自動運転、シェアリング、電動化といったトレンドを中心にパラダイムシ

フトの渦中にあり、お客さまのニーズも多様化・高度化しており、従来型の自動車リースの枠を越えて、レン

タル・シェアリング・公共交通機関等を組み合わせたモビリティマネジメントの提供が求められており、当社

では「モビリティ戦略推進本部」を中心に、各種商品・サービスの機能追加、アップデート等を行い、より利

便性や質の高い商品・サービスの提供を引続き強力に推進しております。

また、「カーボンニュートラル社会」の実現に向けて加速するEVシフトを見据え、2025年１月に、関西電力

株式会社のグループ会社である株式会社関電L&Aが運営する自動車事業及びリース事業を譲り受けることを目的

として新たに設立された株式会社（現 KD eソリューションズ株式会社）の全株式を取得いたしました。これに

より、関西電力グループとのEV普及推進における様々な協業を更に強固なものにするとともに、関西全域での

総合モビリティサービス事業の基盤拡充を図ってまいります。

b 事業領域の拡大

当社グループは従来の枠に留まらず、将来の安定した収益の確保を目的に積極的な事業領域の拡大に努めて

おり、2024年７月にレンタカー事業を展開するマースシフト株式会社の株式80％を取得し、子会社化いたしま

した。

当社グループ全体で、これまで以上に高い付加価値を持つ商品の開発に努め、お客さまの満足度向上と取引

拡大に取り組んでまいります。
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c コーポレートブランディングの確立及びサステナビリティ経営

当社は業界におけるプレゼンスを高めるため、2024年10月15日から同年10月18日に幕張メッセ（国際展示

場）で開催されたJapan Mobility Show 2024及びCEATEC 2024に出展を行いました。また、前年度に引続き、TV

等の様々な媒体を通じたCM広告をはじめ、企業ブランディング広告の展開にも取り組んでまいりました。

当社は自治体の脱炭素活動を支援するため、様々な自治体と「ゼロカーボンシティ」に向けた包括連携協定

を締結して、連携を図りながら取り組みを進めております。また、地域SDGsコンソーシアムへの参画やSDGsパ

ートナー制度への登録といった自治体の活動にも積極的に参加し、地元の企業と新たなビジネスの創出に向け

た情報交換などを通じ、SDGsへの取り組みを活発に行っております。

④ 財政状態の分析

a 資産の状況

当連結会計年度末の営業資産残高は前連結会計年度末比836億36百万円増の7,815億14百万円となり、総資産

は前連結会計年度末比946億58百万円増の9,526億21百万円となりました。

b 資金調達の状況

ア 資金調達の方針

当社グループは資金調達基盤を強化していくことにより、事業の持続的成長に必要な資金量を安定的に確保

するとともに、資金調達コストの圧縮を通じて収益力の向上を図ることを基本方針としております。多数の有

力な金融機関と良好な取引関係を維持し継続的に借入を行っていくとともに、優良な格付を背景とした資本市

場における社債、コマーシャル・ペーパーの発行等により、調達手段の多様化を行っております。また、固定

金利での長期資金調達を中心とする保守的な資金調達を行っており、更にALMの実施により金利リスクや流動性

リスク等の各種リスクを適切にコントロールしております。

イ 資金調達の状況

当連結会計年度末の有利子負債（リース債務を除く）残高は、前連結会計年度末比684億16百万円増の6,969

億67百万円となりました。このうち、長期借入金残高は前連結会計年度末比320億85百万円増の5,030億43百万

円、短期借入金残高は同123億30百万円増の839億23百万円、コマーシャル・ペーパーによる調達残高は同140億

円増の200億円となりました。

また、社債は100億円の償還に対し200億円を新規に発行したことにより、社債残高は前連結会計年度末比100

億円増の900億円となりました。なお、新規発行分はサステナビリティボンドとして発行し、EVやCO2排出量が

基準値以下のハイブリッド車等の新規購入資金及び高度な交通事故削減サポート実現を目的とした高機能車載

器の新規購入資金に充てております。

ウ 格付の状況

当連結会計年度末において、当社は次のとおり格付機関から格付を取得しております。

格 付 機 関 長 期 格 付 短 期 格 付

株式会社日本格付研究所(JCR) AA- J-1+

株式会社格付投資情報センター(R&I) A+ a-1

c 純資産の状況

当連結会計年度末の純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益の積み上げによる利益剰余金の増加の一方

で、剰余金の配当の実施による利益剰余金の減少等により、前連結会計年度末比84億11百万円増の1,598億49百

万円となりました。この結果、自己資本比率は15.8％となりました。
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⑤ 経営成績等の分析

a 経営成績の状況

当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、新車契約の獲得増加による営業資産残高の増加や、中古車

市場の高騰に伴いリース車両の売却額が前年同期に比べ増加したこと等により、売上高は4,144億81百万円（前

連結会計年度比5.5％増）となりました。再リース契約が堅調に推移していることや、中古車市場の高騰に伴う

リース車両の売却益の増加が増益要因となり、売上総利益は814億40百万円（前連結会計年度比9.9％増）とな

り、営業利益は318億13百万円（前連結会計年度比11.9％増）、経常利益は316億41百万円（前連結会計年度比

10.6％増）となりました。結果、親会社株主に帰属する当期純利益は209億18百万円（前連結会計年度比16.3％

増）となりました。

営業資産及び売上総利益の推移は次のグラフのとおりであります。新車契約の増加により営業資産残高は引

続き増加しております。
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b キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの資金需要のうち主なものは、賃貸資産をはじめとする営業資産の購入資金であります。

当連結会計年度においては、自動車メーカーの新車供給能力の回復等により営業資産の新規購入が増加した

ことを主な要因として、営業活動によるキャッシュ・フローは205億55百万円の支出となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローについては、当連結会計年度ではEVシフトを見据えたEV関連事業の強化

及び事業領域の拡大を図るため新たに２社を連結子会社としたことや、モビリティサービス等のシステム投資

による社用資産取得等を主な要因として、134億38百万円の支出となりました。

営業資産の新規購入が増加していること、社債の償還、新規連結子会社の取得及び連結子会社株式の追加取

得等の資金需要に対応するために借入や社債の発行などの資金調達を実施したことにより、財務活動によるキ

ャッシュ・フローは275億78百万円の収入となりました。

営業資産の購入及びシステム投資をはじめとした資金需要に対応するため、長期借入金や社債、短期借入金

及びコマーシャル・ペーパーにより、持続的成長に必要な資金量の安定的な確保に努めております。また、当

社グループは、社債の発行登録を1,500億円、コマーシャル・ペーパーの発行枠を2,400億円設定しており、機

動的に資金調達が出来る体制を構築しております。

加えて、当社グループでは流動性の確保のため取引金融機関等と当座貸越契約及びコミットメントライン契

約を締結しており、当連結会計年度末の契約総額は前連結会計年度末比35億円減の2,741億円となりました。当

連結会計年度末の当座貸越契約及びコミットメントライン契約による借入未実行残高は2,217億50百万円であ

り、資金の流動性は十分に確保されております。

更に、資金調達の手段・タイミングを分散することによって流動性リスクの軽減を図っております。

なお、日常的な手元流動性については、営業関連収支やコマーシャル・ペーパーの借換えを含む財務関連収

支の安全性確保に必要且つ十分な残高を維持する方針としております。米国における関税政策による経済影響、

ウクライナ情勢の長期化や中東情勢の不安定化による地政学リスクの高まりなどを踏まえ、足もとの手元流動

性は前連結会計年度末と同様に高い水準を確保しており、当連結会計年度末における現金及び預金残高は、前

連結会計年度末比62億61百万円減の275億97百万円となりました。
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５ 【重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【賃貸資産】

(1) 設備投資等の概要

当社グループにおける当連結会計年度の賃貸資産設備投資は、次のとおりであります。

区分 取得価額(百万円)

リース資産 131,628

(注) ファイナンス・リース取引終了後の再リース契約の締結により、リース投資資産から振替えた資産を含んでお

りません。

当連結会計年度において、賃貸取引の終了等により売却・除却した資産は、次のとおりであります。

区分 帳簿価額(百万円)

リース資産 20,533

(2) 主要な設備の状況

当社グループにおける賃貸資産は、次のとおりであります。

区分 帳簿価額(百万円)

リース資産 364,582

(3) 設備の新設、除却等の計画

重要な設備の新設・除却等の計画はありません。なお、取引先との契約等に基づき、オペレーティング・リース

取引に係る資産の取得及び除却等を随時行っております。

２ 【社用資産】

(1) 設備投資等の概要

当連結会計年度において当社グループが実施した設備投資額は44億92百万円であり、その主な内容は、システム

開発費用31億６百万円等であります。

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

(2) 主要な設備の状況

特記事項はありません。

(3) 設備の新設、除却等の計画

特記事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 95,000,000

種類株式 5,000,000

計 100,000,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2025年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,189,377 35,189,377 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式
(注)１・２

計 35,189,377 35,189,377 ― ―

(注) １ 当社は単元株制度を採用しておりません。

２ 譲渡による当社株式の取得については、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年１月１日(注) 3,518,941 35,189,377 6,685 13,636 6,685 13,685

(注) 住友商事株式会社と株式会社三井住友フィナンシャルグループとのリース共同事業の再編に伴い、有償第三者

割当による募集株式発行を実施いたしました。

１ 有償第三者割当

発行価格 １株につき3,800円

資本組入額 １株につき1,900円

２ 割当先

三井住友ファイナンス＆リース株式会社

住友商事株式会社

株式会社三井住友フィナンシャルグループ
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(5) 【所有者別状況】

2025年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満
株式の
状況(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― 3 ― ― 1 4 ―

所有株式数
(株)

― ― ― 29,590,289 ― ― 5,599,088 35,189,377 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 84.1 ― ― 15.9 100.0 ―

(注) 自己株式5,599,088株は、「個人その他」に含まれております。

(6) 【大株主の状況】

2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

住友商事株式会社 東京都千代田区大手町二丁目３番２号 11,964,388 40.4

三井住友ファイナンス＆リース
株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目３番２号 9,884,239 33.4

株式会社三井住友フィナンシャル
グループ

東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 7,741,662 26.2

計 － 29,590,289 100.0

(注) 上記のほか当社所有の自己株式5,599,088株があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 5,599,088
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 29,590,289 29,590,289 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 35,189,377 ― ―

総株主の議決権 ― 29,590,289 ―

② 【自己株式等】

2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

(自己保有株式)
住友三井オート
サービス株式会社

東京都新宿区西新宿三丁目20番２号 5,599,088 ― 5,599,088 15.9

計 ― 5,599,088 ― 5,599,088 15.9
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 普通株式

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消去の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他( ― ) ― ― ― ―

保有自己株式数 5,599,088 ― 5,599,088 ―
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３ 【配当政策】

当社は、将来の事業拡大に必要な内部留保の維持・拡大に努め、自己資本の状況を考慮しつつ、剰余金の配当とし

て年１回の期末配当を行うことを基本方針としております。なお、剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。

当事業年度では、これまでの業績及び今後の事業展開等を勘案し、次のとおり配当を実施しております。

第45期剰余金の配当は次のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たりの配当額(円)

2025年６月27日定時株主総会 10,445 353
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社では、経営理念、行動指針を経営における普遍的な考え方として定め、企業活動を行う上での拠り所と位

置付けております。経営理念、行動指針に掲げる考え方を実現するために、コーポレート・ガバナンスの強化・

充実を経営上の最優先課題の一つと考えております。当社の経営理念、行動指針については、「第２事業の状況

１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等(1)経営方針」に記載のとおりであります。

② コーポレート・ガバナンス体制

a 取締役及び取締役会

取締役の人数は８名（うち社外取締役４名）となっており、取締役会において十分な議論を尽くし、迅速か

つ合理的な意思決定を行うことができる範囲としております。取締役会は原則として毎月１回開催され、社内

規則に定める重要な事項を決定するとともに、取締役及び執行役員の職務執行を監督しております。取締役会

では、取締役社長が議長を務め、それぞれの部門業務を統括する各取締役と役割分担を図っております。また、

４名の社外取締役を選任することにより取締役会の実効性を強化しております。なお、当社では執行役員制度

を導入し、取締役会の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離してそれぞれの機能強化を図っております。

当事業年度は、2024年３月の取締役会で決定した2024年度事業計画「SMAS Evolution 2024∞」の実現に向け

て、執行役員を兼務する取締役からの執行報告及び経営会議審議事項の報告ほか、EV関連サービスへの取り組

みやモビリティサービスへの取り組み等、当社事業を取り巻く環境変化に対応していくための課題・方針等に

ついての議論を行いました。

当事業年度における個々の取締役の取締役会への出席状況は、次のとおりであります。

氏名 開催状況及び出席状況

佐藤 計 100％ (12/12回)

影山 善章 100％ (12/12回)

冨永 政義 100％ (２/２回)

小野瀬 一之 100％ (12/12回)

中川 武彦 100％ (10/10回)

梶川 大祐 100％ (12/12回)

田口 暁之 100％ (12/12回)

関口 栄一 92％ (11/12回)

白井 貴久 100％ (12/12回)

(注) （ ）内は、出席回数/在任中の開催回数であります。

b 監査役

監査役の人数は４名（うち社外監査役３名）となっております。監査役間での情報共有や、監査に関する重

要な事項について協議・決定を行う任意の機関として監査役協議会を設けており、原則毎月１回開催しており

ます。また、監査役は、取締役会をはじめとした重要な会議に出席するほか、業務執行に関する重要な文書の

閲覧、監査部や会計監査人からの報告等を通じて、取締役の職務執行を監査しております。

c 経営会議

業務執行の最高意思決定機関として経営会議を設置し、経営に関する重要事項について審議・決定を行って

おります。経営会議は執行役員を兼務する取締役及び取締役社長が指名する執行役員によって構成され、原則

毎週１回開催しております。十分な議論を通じて、業務執行のより迅速かつ適正な意思決定を行うとともに、

重要案件の審議と業績に関する実績報告等を行っております。
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d 執行役員

意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、取締役会の意思決定・監督機能を強化するとともに、業務執

行の迅速化を図るため、執行役員制度を導入しております。取締役会で選任された執行役員24名(うち４名は取

締役を兼務)が担当業務を執行しております。

e 各種委員会

全社的な重要事項について、各部を横断して定期的に検討を行うために、経営会議の下部に属する組織とし

て、コンプライアンス委員会、ALM委員会、残価委員会、サステナビリティ推進委員会等の各種委員会を設置し

ております。

f 役員賠償責任保険

役員がその業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して第三者から損害賠償請求を受けたことによ

り、役員が被る法律上の損害賠償金並びに争訟費用（弁護士報酬等を含む。）を補償する保険を付保しており

ます。

g コーポレート・ガバナンス体制図
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③ 当社グループの業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）

当社では、当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制（内部統制システ

ム）の整備に関する基本方針を取締役会で決議し、運用しております。

a コンプライアンス体制

役職員がコンプライアンスを実践するため、行動指針において法令及び社内規則の遵守を定めるとともに、

コンプライアンス・マニュアルを策定し、これに従って日常業務を遂行しております。

コンプライアンス体制を有効に機能させることを目的として、年度ごとにコンプライアンスに関する具体的

な実践計画を策定し、取締役会の承認を得て実施しております。また、コンプライアンス委員会を定期的に開

催し、重要な問題について審議しております。

法令違反等の早期発見・是正を目的として、コンプライアンス・デスク（内部通報窓口）を設置し、適切に

運用できる体制を整備しております。

ハラスメントを受ける、或いは見聞きした時などの相談を目的とし、「職場のハラスメントほっとライン」

を設置し、当社・子会社の役職員が直接外部相談窓口に連絡や相談ができる体制を確保しております。

反社会的勢力に対しては、一切の関係を遮断することを基本方針として社内規則に定め徹底しております。

b 財務報告の信頼性の確保

会計処理の適正性及び財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制について必要な体制を整

備・運用するとともに、その有効性を評価しております。

c 情報の保存及び管理体制

各種会議に関する重要文書、職務執行・意思決定に係る情報は、社内規則に従って適切に保存し、管理して

おります。情報漏洩の防止のために、情報管理規程、情報システムセキュリティ規程その他関連規則を定め、

情報の保護・管理を徹底しております。

d 損失の危険の管理体制

損失の危険の管理体制については、「④ リスク管理体制の整備の状況」に記載のとおりであります。

e 取締役の職務執行

効率的な職務執行のために、事業計画の策定や予算編成により目標設定を行い、取締役会のほか経営会議を

原則毎週１回開催して、業務執行の意思決定や業績管理を行っております。また、役職員の職責を明確にして、

役職者権限規程に職務権限を定めることにより、適切な権限委譲を行っております。

f 子会社の経営管理

当社及び子会社で経営理念と行動指針を共有し、当社グループとして尊重すべき価値観の共通化を図ってお

ります。

子会社における経営上の重要事項を当社宛て申請・報告事項として社内規則に定めるとともに、子会社を監

査の対象とすることで、適切なリスク管理体制を構築しております。また、各子会社における自律的な内部統

制を基本としつつ、子会社の業務内容等に応じてコンプライアンス、リスク管理、効率化に必要な支援・指導

を実施しております。

主要子会社につきましては当社より役員等を派遣し、当社グループ経営に則した管理を行っております。

g 監査役の職務執行

監査役の職務執行については、「(3) 監査の状況」に記載のとおりであります。
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④ リスク管理体制の整備の状況

リスク管理の基本原則を総合リスク管理規程に定め、管理すべきリスクの所在と種類を特定した上で、各リス

クの特性に応じた適切な管理を実施しております。

管理すべきリスクの種類として、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、残価リスク、オペレーショナルリ

スク（事務リスク、システムリスク等）、法務リスク、税務リスク、レピュテーショナルリスク、投資リスクを

定め、各リスクの管理所管部が網羅的・体系的に管理を行っております。

⑤ 役員報酬の内容

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬等は以下のとおりであります。

取締役８名 155百万円（うち社外取締役３名 ３百万円）

監査役４名 40百万円（うち社外監査役３名 20百万円）

(注) 上記報酬等の額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金11百万円を含んでおります。

⑥ 取締役の定数

当社の取締役は３名以上とする旨を定款で定めております。

⑦ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は累積投票によらない旨を定款で定めております。

⑧ 種類株式について

当社は、資金調達の選択肢の多様化を図り、適切な資本政策を実行することを可能とするため、普通株式のほ

か無議決権株式を発行できる旨を定款に定めております。なお、有価証券報告書提出日現在、発行している株式

は普通株式のみであります。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性12名 女性０名 (役員のうち女性の比率０％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
社長

(代表取締役)
麻 生 浩 司 1962年11月22日

1986年４月 住友商事株式会社入社

2017年４月 同社理事

2021年４月 同社執行役員

2023年４月 同社常務執行役員

2025年４月 当社顧問

2025年６月 当社代表取締役社長(現職)

(注)４ ―

取締役
副社長執行役員
(代表取締役)

影 山 善 章 1963年11月６日

1988年４月 株式会社三井銀行(現 株式会社三井住友

銀行)入行

2017年４月 同行執行役員

2020年４月 同行常務執行役員

2022年５月 当社専務執行役員

2023年６月 当社代表取締役副社長執行役員(現職)

(注)４ ―

取締役
専務執行役員

中 川 武 彦 1963年７月22日

1988年４月 住商オートリース株式会社(現 住友三井

オートサービス株式会社)入社

2018年４月 当社理事

2021年４月 当社執行役員

2023年４月 当社常務執行役員

2024年４月 当社専務執行役員

2024年６月 当社取締役専務執行役員(現職)

(注)４ ―

取締役
常務執行役員
（代表取締役）

岩 波 剛 太 1964年７月31日

1988年４月 住友商事株式会社入社

2017年４月 同社理事

2023年４月 同社執行役員

2025年４月 当社常務執行役員

2025年６月 当社代表取締役常務執行役員(現職)

(注)４ ―

取締役
(社外取締役)

梶 川 大 祐 1968年７月15日

1993年４月 住友商事株式会社入社

2023年４月 同社理事

当社取締役(非常勤)(現職)

2024年４月 住友商事株式会社モビリティサービスSBU

長(現職)

(注)４ ―

取締役
(社外取締役)

田 口 暁 之 1977年４月15日

2002年４月 株式会社三井住友銀行入行

2024年４月 株式会社三井住友フィナンシャルグルー

プ企画部副部長(現職)

株式会社三井住友銀行経営企画部副部長

(現職)

当社取締役(非常勤)(現職)

(注)４ ―

取締役
(社外取締役)

塩 見 勝 1962年10月22日

1985年４月 住友商事株式会社入社

2014年４月 同社理事

2017年４月 同社執行役員

2020年４月 同社常務執行役員

2020年６月 同社代表取締役常務執行役員

2022年４月 同社取締役常務執行役員

三井住友ファイナンス＆リース株式会社

専務執行役員

2022年６月 住友商事株式会社常務執行役員

三井住友ファイナンス＆リース株式会社

代表取締役専務執行役員(現職)

2025年４月 当社取締役(非常勤)(現職)

(注)４ ―

取締役
(社外取締役)

白 井 貴 久 1967年７月14日

1990年４月 住銀リース株式会社(現 三井住友ファイ

ナンス＆リース株式会社)入社

2019年４月 同社理事

2020年４月 同社執行役員

2023年４月 同社常務執行役員(現職)

2024年４月 当社取締役(非常勤)(現職)

(注)４ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

常任監査役
常勤

(社外監査役)
長 島 俊 介 1969年５月31日

1993年４月 住友商事株式会社入社

2023年６月 当社常任監査役(現職)
(注)５ ―

常任監査役
常勤

三 枝 勝 己 1966年２月11日

1988年４月 株式会社三井銀行(現 株式会社三井住友

銀行)入行

2019年４月 当社本社部門部門長付

2019年６月 当社常任監査役(現職)

(注)５ ―

監査役
(社外監査役)

若 杉 伸 一 郎 1970年12月23日

1993年４月 住友商事株式会社入社

2024年４月 同社自動車グループCFO（現職）

2025年６月 当社監査役(非常勤)(現職)

(注)５ ―

監査役
(社外監査役)

花 田 直 樹 1975年４月16日

1998年４月 住友商事株式会社入社

2024年４月 三井住友ファイナンス＆リース株式会社

企画部副部長(現職)

当社監査役(非常勤)(現職)

(注)５ ―

計 ―

(注) １ 取締役のうち、梶川大祐、田口暁之、塩見勝及び白井貴久は社外取締役であります。

２ 監査役のうち、長島俊介、若杉伸一郎及び花田直樹は社外監査役であります。

３ 当社は執行役員制度を導入しており、その数は24名（うち取締役兼務４名）であります。

４ 2025年６月27日開催の定時株主総会選任後、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株

主総会の終結の時まで。

５ 2023年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時まで。

監査役 花田直樹は、前任の補欠として、2024年３月29日の臨時株主総会で選任されております。

監査役 若杉伸一郎は、前任の補欠として、2025年６月27日の定時株主総会で選任されております。
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② 社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役は４名、社外監査役は３名であります。すべての社外取締役、社外監査役は、当社との間に

特別な利害関係はありません。

社外取締役である梶川大祐は、住友商事株式会社のモビリティサービスSBU長であります。総合商社での豊富な

業務経験、高い識見と能力を兼ね備えていることから、当社の社外取締役として適任であると判断し、選任して

おります。なお、住友商事株式会社は当社のその他の関係会社であり、同社とは通常の営業取引があります。

社外取締役である田口暁之は、株式会社三井住友フィナンシャルグループの企画部副部長であり、株式会社三

井住友銀行の経営企画部副部長であります。金融機関での豊富な業務経験、高い識見と能力を兼ね備えているこ

とから、当社の社外取締役として適任であると判断し、選任しております。なお、株式会社三井住友フィナンシ

ャルグループは当社のその他の関係会社であります。また、株式会社三井住友銀行は当社のその他の関係会社の

子会社であり、同社とは通常の営業取引があります。

社外取締役である塩見勝は、三井住友ファイナンス＆リース株式会社の代表取締役専務執行役員であります。

総合リース会社での豊富な業務経験、高い識見と能力を兼ね備えていることから、当社の社外取締役として適任

であると判断し、選任しております。なお、三井住友ファイナンス＆リース株式会社は当社のその他の関係会社

であり、同社とは通常の営業取引があります。

社外取締役である白井貴久は、三井住友ファイナンス＆リース株式会社の常務執行役員であります。総合リー

ス会社での豊富な業務経験、高い識見と能力を兼ね備えていることから、当社の社外取締役として適任であると

判断し、選任しております。なお、三井住友ファイナンス＆リース株式会社は当社のその他の関係会社であり、

両社とは通常の営業取引があります。

社外監査役である長島俊介は、住友商事株式会社の出身であります。総合商社での豊富な業務経験、高い識見

と能力を兼ね備えていることから、当社の社外監査役として適任であると判断し、選任しております。なお、住

友商事株式会社は当社のその他の関係会社であり、同社とは通常の営業取引があります。

社外監査役である若杉伸一郎は、住友商事株式会社の自動車グループCFOであります。総合商社での豊富な業務

経験、高い識見と能力を兼ね備えていることから、当社の社外監査役として適任であると判断し、選任しており

ます。なお、住友商事株式会社は当社のその他の関係会社であり、同社とは通常の営業取引があります。

社外監査役である花田直樹は、三井住友ファイナンス＆リース株式会社の企画部副部長であります。総合リー

ス会社での豊富な業務経験、高い識見と能力を兼ね備えていることから、当社の社外監査役として適任であると

判断し、選任しております。なお、三井住友ファイナンス＆リース株式会社は当社のその他の関係会社であり、

同社とは通常の営業取引があります。

当社には社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準はありません。
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(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

a 組織

当社は監査役全員で構成する任意の機関である監査役協議会を設置し、原則として毎月１回開催しておりま

す。監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、選任スタッフを監査役補助使用人と

して置くこととしております。監査役補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、その人事評価及び人

事異動については監査役と協議のうえ行うこととしております。

b 活動状況

当事業年度における監査方針の重点を次のとおり定め、会社に対し必要に応じて適切な提言、助言並びに勧

告等を行い、グループ会社を含め実効ある監査に努めております。

・ 経営方針（事業計画等）に対する取り組み状況把握

・ 内部統制システムの構築、運用の状況把握

・ コンプライアンス活動状況の確認および徹底

・ 業務管理を適正且つ効率的に実施するためのインフラの整備改善状況の検証、把握

監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、取締役社長と定期的に会合を行い、経営方針や業

務執行状況、対処すべき課題等について把握しております。また、業務執行に関する重要な書類を監査役に回

付し、必要に応じて役職員が監査役へ報告・説明を行っております。

子会社監査役とは、関係会社監査役情報連絡会にて、業務監査の実施状況や経営上の重要事項等の情報交

換・意見交換を行っております。また、必要に応じて子会社監査役と連携し、または子会社の監査役を兼任し

て、密接に意思疎通及び情報の交換を図っていく態勢を構築しております。

当事業年度において当社は監査役協議会を原則毎月１回開催しており、個々の監査役の出席状況については、

次のとおりであります。なお、平均所要時間は45分程度であります。

氏名 開催状況及び出席状況

長島 俊介 100％ (12/12回)

三枝 勝己 100％ (12/12回)

林 秀昭 100％ (12/12回)

花田 直樹 100％ (12/12回)

(注) （ ）内は、出席回数/在任中の開催回数であります。

≪監査役協議会における主な検討事項・共有事項≫

・ 常勤監査役の月次活動状況

・ 監査役監査方針、監査計画、職務分担

・ 監査役選任議案、監査報告書案等

・ 会計監査人の監査の相当性

監査計画と監査報酬の適切性

監査の方法及び結果の相当性

監査法人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制

・ 会計監査人の評価および再任・不再任

・ 競合取引、利益相反

取締役職務執行確認書による申告等
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≪常勤及び非常勤監査役の活動状況≫

・ 重要会議への出席及び会議での意見の表明

取締役会・経営会議 (非常勤監査役は取締役会のみ)

（以下、常勤監査役の監査活動であり、非常勤監査役に適時共有）

・ 代表取締役及び取締役との面談

・ 重要な決裁書類等の閲覧

・ 往査

各部・国内支店

・ 内部監査部門からの内部監査計画説明・監査結果報告

・ 会計監査人からの監査計画説明・監査結果報告

② 内部監査の状況

当社は、他の部門から独立した社長直属の監査部（人員14名）を設置し、当社及び子会社に対して内部監査を

行っております。内部監査では、コンプライアンス、財務報告の信頼性、業務の有効性と効率性、資産の保全等

の観点で網羅的に業務を点検し、リスク管理プロセスの有効性と効率性を評価して、改善・是正の提言を行って

おります。内部監査の実効性を確保する取り組みとして被監査先毎にフォローアップを行い、改善・是正がなさ

れるまでモニタリングを行っております。内部監査の結果は社長及び監査役に報告されるとともに、定期的に取

締役会に報告しております。

③ 会計監査の状況

a 監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人

b 継続監査期間

1988年以降

c 業務を執行した公認会計士

山邉 道明

原 智美

d 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士試験合格者等３名、その他13名であります。

e 監査法人の選定方針と理由

当社は、筆頭株主である住友商事株式会社の関連会社として、グループ監査の実効性を確保することを目的

とし、同社が選定している有限責任 あずさ監査法人を選定しております。

また、有限責任 あずさ監査法人は高い識見と監査能力を兼ね備えていることから適任と判断しております。

f 監査役による監査法人の評価

監査役は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」

に基づき、監査法人に対して評価を行っております。その結果、同法人による会計監査は適正に行われている

ことを確認しております。
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④ 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査を行う監査部は、内部監査の計画及び結果について適時に監査役に報告する等、効率的な監査役監査

に資するよう監査役と緊密な連携を保っております。

また、監査役は会計監査人と定期的に会合を持つ等緊密な連携を保ち、意見及び情報の交換を行うほか、会計

監査人から会計監査の結果について報告を受け、監査役の監査活動の効率化と質的向上を図っております。

⑤ 監査報酬の内容等

a 監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 71 3 73 3

連結子会社 37 ― 30 ―

計 108 3 103 3

当社における非監査業務の内容は、社債発行に伴うコンフォートレター作成業務であります。

b 監査公認会計士等と同一ネットワーク（KPMGメンバーファーム）に対する報酬（aを除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― ― ―

連結子会社 24 1 23 1

計 24 1 23 1

連結子会社における非監査業務の内容は、税務に関するアドバイザリー業務等であります。

c その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

重要な報酬がないため、記載を省略しております。

d 監査報酬の決定方針

監査報酬につきましては、監査内容及び日数等により適切な報酬額を検討し、会社法の定めに従い監査役の

同意を得たうえで取締役が決定しております。

e 監査役が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」に基づき、会計監査人の監

査計画の内容、会計監査の実施状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認し検討した結果、会計監査人の報酬等

の額について同意を行っております。

(4) 【役員の報酬等】

該当事項はありません。

(5) 【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び事業年度（2024年４月１日から2025年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任 あずさ

監査法人により監査を受けております。

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、一般社団法人自動車リー

ス協会連合会の会計税務専門部会への参加による情報収集や、専門的な情報を有する団体等が主催するセミナーに積

極的に参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 33,858 27,597

売掛金 4,248 4,093

割賦債権 4,110 13,857

リース債権及びリース投資資産 357,947 403,074

賃貸料等未収入金 17,525 18,896

前払費用 21,603 23,081

その他 15,083 17,329

貸倒引当金 △1,056 △1,054

流動資産合計 453,320 506,875

固定資産

有形固定資産

賃貸資産 ※1 335,820 ※1 364,582

社用資産 ※1 2,494 ※1 4,628

有形固定資産合計 338,314 369,211

無形固定資産

のれん 11,022 10,813

その他 7,247 9,107

無形固定資産合計 18,269 19,921

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 9,861 ※2 13,543

長期前払費用 26,949 30,001

退職給付に係る資産 3,772 4,859

繰延税金資産 674 808

その他 7,795 8,221

貸倒引当金 △994 △820

投資その他の資産合計 48,058 56,613

固定資産合計 404,642 445,745

資産合計 857,963 952,621
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3 38,513 48,647

短期借入金 71,593 83,923

1年内償還予定の社債 10,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 130,928 115,313

コマーシャル・ペーパー 6,000 20,000

未払法人税等 3,766 6,684

賞与引当金 3,518 4,205

役員賞与引当金 127 130

その他 26,165 30,164

流動負債合計 290,614 329,069

固定負債

社債 70,000 70,000

長期借入金 340,029 387,730

役員退職慰労引当金 106 146

退職給付に係る負債 404 849

繰延税金負債 4,483 3,412

その他 887 1,565

固定負債合計 415,911 463,703

負債合計 706,525 792,772

純資産の部

株主資本

資本金 13,636 13,636

資本剰余金 31,729 29,719

利益剰余金 112,059 123,982

自己株式 △22,099 △22,099

株主資本合計 135,325 145,239

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,697 1,534

為替換算調整勘定 2,132 2,491

退職給付に係る調整累計額 868 1,341

その他の包括利益累計額合計 4,698 5,366

非支配株主持分 11,412 9,243

純資産合計 151,437 159,849

負債純資産合計 857,963 952,621
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高 ※1 392,974 ※1 414,481

売上原価 318,878 333,040

売上総利益 74,096 81,440

販売費及び一般管理費 ※2 45,658 ※2 49,627

営業利益 28,438 31,813

営業外収益

受取利息 55 109

受取配当金 113 135

持分法による投資利益 752 691

その他 90 100

営業外収益合計 1,011 1,036

営業外費用

支払利息 565 1,098

社債発行費 171 91

その他 109 19

営業外費用合計 846 1,209

経常利益 28,603 31,641

特別利益

固定資産売却益 ※3 14 ※3 14

投資有価証券売却益 24 5

特別利益合計 39 20

特別損失

固定資産除売却損 ※4 22 ※4 22

投資有価証券売却損 0 ―

投資有価証券評価損 84 176

減損損失 51 ―

ゴルフ会員権売却損 25 ―

特別損失合計 183 198

税金等調整前当期純利益 28,460 31,462

法人税、住民税及び事業税 8,475 11,113

法人税等調整額 477 △1,341

法人税等合計 8,952 9,771

当期純利益 19,507 21,691

非支配株主に帰属する当期純利益 1,513 773

親会社株主に帰属する当期純利益 17,993 20,918
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【連結包括利益計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当期純利益 19,507 21,691

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 421 △163

為替換算調整勘定 1,911 475

退職給付に係る調整額 601 472

その他の包括利益合計 ※1 2,934 ※1 785

包括利益 22,442 22,476

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 20,410 21,586

非支配株主に係る包括利益 2,032 890
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,636 31,729 102,853 △22,099 126,120

当期変動額

剰余金の配当 △8,788 △8,788

親会社株主に帰属する

当期純利益
17,993 17,993

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 9,205 ― 9,205

当期末残高 13,636 31,729 112,059 △22,099 135,325

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,276 735 270 2,282 8,709 137,112

当期変動額

剰余金の配当 △8,788

親会社株主に帰属する

当期純利益
17,993

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
421 1,397 598 2,416 2,703 5,119

当期変動額合計 421 1,397 598 2,416 2,703 14,325

当期末残高 1,697 2,132 868 4,698 11,412 151,437
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,636 31,729 112,059 △22,099 135,325

当期変動額

剰余金の配当 △8,995 △8,995

親会社株主に帰属する

当期純利益
20,918 20,918

連結子会社株式の追加

取得による変動
5 5

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△2,014 △2,014

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― △2,009 11,922 ― 9,913

当期末残高 13,636 29,719 123,982 △22,099 145,239

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,697 2,132 868 4,698 11,412 151,437

当期変動額

剰余金の配当 △8,995

親会社株主に帰属する

当期純利益
20,918

連結子会社株式の追加

取得による変動
5

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△2,014

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
△163 358 472 668 △2,169 △1,501

当期変動額合計 △163 358 472 668 △2,169 8,411

当期末残高 1,534 2,491 1,341 5,366 9,243 159,849
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 28,460 31,462

賃貸資産減価償却費 88,742 90,828

社用資産減価償却費 664 763

のれん償却額 1,940 2,280

無形固定資産償却費 3,951 2,290

減損損失 51 ―

投資有価証券売却損益（△は益） △24 △5

投資有価証券評価損益（△は益） 84 176

社債発行費 171 91

貸倒引当金の増減額（△は減少） △600 △229

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △354 △380

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 32 32

受取利息及び受取配当金 △169 △244

資金原価及び支払利息 3,195 5,515

固定資産除売却損益（△は益） 7 7

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 25 ―

持分法による投資損益（△は益） △752 △691

賃貸資産の増減額（△は増加） △91,283 △115,505

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増加） △24,811 △32,555

売上債権の増減額（△は増加） 232 55

仕入債務の増減額（△は減少） 1,022 8,148

その他 △3,869 △661

小計 6,716 △8,618

利息及び配当金の受取額 167 244

利息の支払額 △3,055 △5,272

法人税等の支払額 △8,837 △6,908

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,009 △20,555

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △205 △406

投資有価証券の売却による収入 34 6

社用資産の取得による支出 △2,147 △3,665

社用資産の売却による収入 44 45

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 ― ※2 △9,424

ゴルフ会員権の売却による収入 95 ―

その他 △55 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,234 △13,438
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 8,432 7,109

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △24,000 14,000

長期借入れによる収入 165,613 161,950

長期借入金の返済による支出 △144,025 △150,921

社債の発行による収入 39,828 19,908

社債の償還による支出 △20,000 △10,000

リース債務の返済による支出 △376 △401

配当金の支払額 △8,788 △8,995

非支配株主からの払込みによる収入 960 1,379

非支配株主への配当金の支払額 △289 △269

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 ― △6,180

財務活動によるキャッシュ・フロー 17,355 27,578

現金及び現金同等物に係る換算差額 45 153

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,157 △6,261

現金及び現金同等物の期首残高 23,701 33,858

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 33,858 ※1 27,597
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 12社

主要な連結子会社名は、「第１企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

当連結会計年度においてマースシフト株式会社及びKD eソリューションズ株式会社の株式を取得したことによ

り、連結の範囲に含めております。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 1社

持分法適用の関連会社の名称

MOBILOTS株式会社

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、連結決算日と異なる決算日は次のとおりであります。

12月末日 １社

１月末日 １社

連結財務諸表の作成にあたっては、連結子会社の事業年度の財務諸表により連結しております。連結決算日と上

記の決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

a 市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

b 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 賃貸資産

賃貸期間を償却年数とし、賃貸期間満了時の賃貸資産の処分見積価額を残存価額とする定額法を採用してお

ります。

なお、将来のリース料債権の回収困難等に伴う賃貸資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加計上し

ております。

② 社用資産

a リース賃借資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は当該金額）とする定額法を採用してお

ります。

b その他有形固定資産

定率法（ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）

を採用しております。また、在外連結子会社は定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は３～15年

であります。
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③ 無形固定資産（のれんを除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主に

５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更

生債権等については財務内容評価法に基づき個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

③ 役員賞与引当金

役員及び執行役員に対する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき計上し

ております。

④ 役員退職慰労引当金

役員及び執行役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に10年）による定

額法により按分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主に10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

① ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準

リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法を採用しております。

② オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に対応

するリース料を計上しております。
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(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は当該会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持

分に含めております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは発生ごとに効果の発現する期間を見積り、その計上後20年以内の期間にわたって均等償却を行うこと

としております。ただし、金額が僅少な場合は、発生年度において全額償却を行うこととしております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。
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(重要な会計上の見積り)

１ 営業債権等の評価

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

営業債権等 720,409百万円 807,997百万円

(注) 営業債権等には、売掛金、割賦債権、リース債権及びリース投資資産、賃貸料等未収入金、流動資産（その

他）に含まれる営業貸付金、賃貸資産並びに投資その他の資産（その他）に含まれる固定化営業債権が含まれ

ております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

営業債権等の評価は、自己査定基準に基づき債務者区分を判定し、債務者区分に基づき一般債権については

貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については財務内容評価法に基づき個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額又は将来の処分損失見込額を見積り計上しております。当該見積りは、滞留期間や

債務者の財務指標等の要因を考慮して行っております。

これらの見積りに用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合は、翌

連結会計年度の連結財務諸表において、上記の営業債権等の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

(2) 適用予定日

2028年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「リース会計に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

賃貸資産 437,569百万円 445,812百万円

社用資産 3,797百万円 4,278百万円

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

投資有価証券(株式) 4,903百万円 5,595百万円

※３ 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前連結会計年度末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

支払手形 140百万円 ―百万円

（注）賃貸料等未収入金に含めて表示しております受取手形には期末日満期手形が含まれておりますが、金額が僅少の

ため記載を省略しております。

４ 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関等と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当連結会計年度
（2025年３月31日）

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

277,600百万円 274,100百万円

借入実行残高 52,100百万円 52,350百万円

差引額 225,500百万円 221,750百万円
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５ 偶発債務

前連結会計年度（2024年３月31日）

インドの連結子会社（SMAS Auto Leasing India Private Limited） は Carzonrent Private Limited（以下

「COR」）から取得した事業に係る特定の税務係争事案の債務を事業譲渡契約に基づいて引き継いでおります。

同社が引き継いだ税務係争事案のうち、サービス税についてCORはインド間接税当局より222百万インドルピー

（当連結会計年度末レートでの円換算額407百万円）及び、これに係る延滞税及び加算税支払の更正通知を受けてお

ります。同社及びCORは正当な根拠に欠く更正通知とし、CORはインド間接税租税審判所（Customs, Excise and

Service Tax Appellate Tribunal (CESTAT)）に異議申立をしておりましたが、2017年１月に同審判所より、52百万

インドルピー（当連結会計年度末レートでの円換算額96百万円）及び、これに係る延滞税及び加算税支払の決定が

下されました。同社及びCORとしてはその決定を不服とし、CORは2017年３月に最高裁判所へ上訴しております。

また、同様な税務争点でCOR事業買収後に係る時期に対し、サービス税113百万インドルピー（当連結会計年度末

レートでの円換算額207百万円）支払の更正通知をインド間接税当局より受けましたが、同社はこれを不服とし、

2021年３月にインド間接税租税審判所に対し、異議申立を実施しました。

当連結会計年度（2025年３月31日）

インドの連結子会社（SMAS Auto Leasing India Private Limited） は Carzonrent Private Limited（以下

「COR」）から取得した事業に係る特定の税務係争事案の債務を事業譲渡契約に基づいて引き継いでおります。

同社が引き継いだ税務係争事案のうち、サービス税についてCORはインド間接税当局より222百万インドルピー

（当連結会計年度末レートでの円換算額391百万円）及び、これに係る延滞税及び加算税支払の更正通知を受けてお

ります。同社及びCORは正当な根拠に欠く更正通知とし、CORはインド間接税租税審判所（Customs, Excise and

Service Tax Appellate Tribunal (CESTAT)）に異議申立をしておりましたが、2017年１月に同審判所より、52百万

インドルピー（当連結会計年度末レートでの円換算額93百万円）及び、これに係る延滞税及び加算税支払の決定が

下されました。同社及びCORとしてはその決定を不服とし、CORは2017年３月に最高裁判所へ上訴しております。

また、同様な税務争点でCOR事業買収後に係る時期に対し、サービス税113百万インドルピー（当連結会計年度末

レートでの円換算額199百万円）支払の更正通知をインド間接税当局より受けましたが、同社はこれを不服とし、

2021年３月にインド間接税租税審判所に対し、異議申立を実施しました。
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(連結損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係） １ 顧客との契約から生じる収益を分解

した情報」に記載しております。

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

給与及び賞与 15,192百万円 16,733百万円

営繕費 5,247百万円 5,776百万円

賞与引当金繰入額 3,518百万円 4,205百万円

退職給付費用 841百万円 809百万円

役員賞与引当金繰入額 127百万円 130百万円

貸倒引当金繰入額 △232百万円 109百万円

役員退職慰労引当金繰入額 40百万円 39百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

車両運搬具 14百万円 14百万円

器具備品 0百万円 0百万円

合計 14百万円 14百万円

※４ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

建物附属設備 11百万円 10百万円

車両運搬具 0百万円 2百万円

器具備品 3百万円 0百万円

ソフトウエア 6百万円 8百万円

電話加入権 0百万円 ―百万円

合計 22百万円 22百万円
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 633百万円 △229百万円

組替調整額 △25百万円 △5百万円

法人税等及び税効果調整前 607百万円 △235百万円

法人税等及び税効果額 △186百万円 71百万円

その他有価証券評価差額金 421百万円 △163百万円

為替換算調整勘定

当期発生額 1,911百万円 475百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 974百万円 875百万円

組替調整額 △103百万円 △168百万円

法人税等及び税効果調整前 871百万円 706百万円

法人税等及び税効果額 △269百万円 △234百万円

退職給付に係る調整額 601百万円 472百万円

その他の包括利益合計 2,934百万円 785百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数
(千株)

当連結会計年度
増加株式数
(千株)

当連結会計年度
減少株式数
(千株)

当連結会計年度末
株式数
(千株)

発行済株式

普通株式 35,189 ― ― 35,189

合計 35,189 ― ― 35,189

自己株式

普通株式 5,599 ― ― 5,599

合計 5,599 ― ― 5,599

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月28日
定時株主総会

普通株式 8,788 297 2023年３月31日 2023年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 8,995 利益剰余金 304 2024年３月31日 2024年６月28日
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当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数
(千株)

当連結会計年度
増加株式数
(千株)

当連結会計年度
減少株式数
(千株)

当連結会計年度末
株式数
(千株)

発行済株式

普通株式 35,189 ― ― 35,189

合計 35,189 ― ― 35,189

自己株式

普通株式 5,599 ― ― 5,599

合計 5,599 ― ― 5,599

２ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 8,995 304 2024年３月31日 2024年６月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 10,445 利益剰余金 353 2025年３月31日 2025年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

現金及び預金 33,858百万円 27,597百万円

現金及び現金同等物 33,858百万円 27,597百万円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(2025年３月31日)

株式の取得により新たにKD eソリューションズ株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得価額と株式取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 28,383百万円

固定資産 6,925百万円

のれん 1,654百万円

流動負債 △27,117百万円

固定負債 △756百万円

株式の取得価額 9,090百万円

現金及び現金同等物 △54百万円

差引：取得のための支出 9,035百万円

また、上記以外に当連結会計年度において株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の内訳

並びに株式の取得価額と株式取得のための支出（純額）との関係については、重要性が乏しいため、記載を省略して

おります。
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(リース取引関係)

借主側

１ ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、器具備品であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計方針に関する事項 (2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

２ オペレーティング・リース取引

金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より注記を省略しております。
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貸主側

１ ファイナンス・リース取引

(1) リース投資資産の内訳

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

リース料債権部分 275,641百万円 304,228百万円

見積残存価額部分 25,524百万円 28,881百万円

受取利息相当額 △24,860百万円 △28,324百万円

リース投資資産 276,305百万円 304,784百万円

(2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結会計年度末日後の回収予定額

前連結会計年度
(2024年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

リース債権
(百万円)

35,496 23,562 15,971 9,311 4,974 1,335 90,651

リース投資資産
(百万円)

77,351 64,188 52,062 36,588 24,083 21,366 275,641

当連結会計年度
(2025年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超 合計

リース債権
(百万円)

38,711 28,716 20,326 12,391 6,861 4,160 111,168

リース投資資産
(百万円)

82,386 70,267 56,437 40,652 27,375 27,109 304,228

２ オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

前連結会計年度(2024年３月31日)

１年以内 １年超 合計

133,500百万円 177,093百万円 310,593百万円

当連結会計年度(2025年３月31日)

１年以内 １年超 合計

141,039百万円 204,251百万円 345,290百万円
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、リース取引、割賦取引等の金融サービス事業を行っております。

これらの事業を行うため、金融機関からの借入による間接金融の他、コマーシャル・ペーパー発行や社債発行に

よる直接金融によって資金調達を行っております。

また、当社グループでは、ALM（Asset Liability Management : 資産と負債の総合管理）を行っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

当社グループが保有する金融資産は、主としてリース債権、リース投資資産、割賦債権等の営業資産であり、取

引先の破綻等により回収不能となる信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、株式、出資金等であり、主に事業推進に必要な営業取引先との関係強化を目的に保有しており、

市場価格の変動リスクや発行体や出資先の信用リスクに晒されております。

借入金、コマーシャル・ペーパー等の資金調達では、金融環境の急激な悪化や当社グループの信用力の低下によ

り、通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされる、または、十分な資金調達ができなくなる流動性リ

スクに晒されております。

また、当社グループの営業資産は、契約時点の金利水準をもとに回収金額が決まる固定金利の金融資産であり、

これらの営業資産の資金調達の一部を変動金利にて行うことにより資金原価を低減させ、利鞘収益の拡大を図って

おります。このため、金利水準が上昇した場合には資金原価が増加する金利変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

信用リスクについては、管理所管部の審査部が、リスク管理の運営に必要な細則を定め、与信取引の審査、営

業部店の監督・指導、保全対策立案及び実行管理等を行っております。併せて債権管理部が、問題債権の管理・

回収を行い、問題債権の効率的な削減を図っております。

② 市場リスクの管理

当社グループは、総合リスク管理規程において、財務部を市場リスクの管理所管部と定めております。当社グ

ループが負う市場リスクとしては、金利変動リスク及び株価変動リスクがあります。

a 金利変動リスクの管理

金利変動リスクにつきましては、財務部担当役員を委員長とするALM委員会を毎月開催し、資産・負債の状況

並びに金利変動に伴うリスク量を把握し、金融環境や金利動向を注視しながら、当面のリスク管理や資金調達

方針につき協議、決定を行っております。

b 株価変動リスクの管理

当社グループの保有する投資有価証券は、事業推進目的のため政策的に保有するものであります。このため、

価格変動に応じて機動的に売買することが困難であることから、定期的に時価や発行体の財務状況をモニタリ

ングし、発行体との取引状況等を勘案して保有方針の見直しを継続的に行っております。
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c 市場リスクに係る定量的情報

当社グループにおいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「リース債

権及びリース投資資産」、「割賦債権」等の金融資産の他、「短期借入金」、「コマーシャル・ペーパー」、

「社債」、「長期借入金」等の金融負債であります。同様に金利リスクの影響を受ける主たる非金融商品とし

て、オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料等があります。当社グループでは、これらの非金融

商品を含む金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた当面１年間

の損益に与える影響額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。当該影響額

の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変動金利群に分けて、それぞれ金利期日に

応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。金利以外のすべてのリスク変数

が一定であると仮定し、2025年３月31日現在、指標となる金利が10ベーシス・ポイント（0.10％）上昇したも

のと想定した場合には、税金等調整前当期純利益が73百万円（2024年3月31日現在は、73百万円）減少するもの

と把握しております。当該影響額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他の

リスク変数との相関を考慮しておりません。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、総合リスク管理規程において、財務部を流動性リスクの管理所管部と定めております。当社

グループは、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長期及び短

期の調達バランスの調整、株主企業や複数の金融機関からの借入極度の設定等により流動性リスクを管理してお

ります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件などを採用することにより、

当該価額が変動することもあります。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度(2024年３月31日)

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 割賦債権 ※１ 4,110

貸倒引当金 ※２ △10

4,099 4,159 59

(2) リース債権及びリース投資資産 ※３ 332,422

貸倒引当金 ※２ △603

331,818 332,243 424

(3) 投資有価証券 4,618 4,618 ―

資産計 340,537 341,021 484

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 社債(１年内償還予定の社債を含む) 80,000 79,660 △340

(2) 長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

470,958 467,821 △3,137

負債計 550,958 547,481 △3,477

※１ 割賦債権は、連結貸借対照表上は未実現利益を控除した額を記載しております。

※２ 各項目の債権に対する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

※３ 連結貸借対照表価額との差額は、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る見積残存価額25,524百万円で

あります。

当連結会計年度(2025年３月31日)

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 割賦債権 ※１ 13,857

貸倒引当金 ※２ △7

13,849 13,864 14

(2) リース債権及びリース投資資産 ※３ 374,193

貸倒引当金 ※２ △536

373,656 374,602 945

(3) 投資有価証券 6,620 6,605 △15

資産計 394,127 395,072 944

連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 社債(１年内償還予定の社債を含む) 90,000 88,573 △1,427

(2) 長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

503,043 495,593 △7,449

負債計 593,043 584,166 △8,876

※１ 割賦債権は、連結貸借対照表上は未実現利益を控除した額を記載しております。

※２ 各項目の債権に対する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

※３ 連結貸借対照表価額との差額は、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る見積残存価額28,881百万円で

あります。
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(注) １ 「現金及び預金」「売掛金」「賃貸料等未収入金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「コマーシャ

ル・ペーパー」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(注) ２ 市場価格のない株式等は、「(3) 投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は次のとおりであります。

区分 前連結会計年度(百万円) 当連結会計年度(百万円)

非上場株式 338 1,326

関係会社株式 4,903 5,595

その他 0 0

合計 5,242 6,922

(注) ３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

現金及び預金 33,858 ― ― ― ― ―

売掛金 4,248 ― ― ― ― ―

割賦債権 ※１ 2,148 1,232 697 252 76 9

リース債権及びリース投資資産 ※２ 112,848 87,751 68,033 45,900 29,057 22,702

賃貸料等未収入金 17,525 ― ― ― ― ―

合計 170,629 88,984 68,731 46,152 29,134 22,711

※１ 割賦債権については、割賦未実現利益控除前の償還予定額を記載しております。

※２ リース債権及びリース投資資産については、リース料債権部分の償還予定額を記載しております。

当連結会計年度(2025年３月31日)

１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

現金及び預金 27,597 ― ― ― ― ―

売掛金 4,093 ― ― ― ― ―

割賦債権 ※１ 5,591 3,256 2,359 1,469 775 1,081

リース債権及びリース投資資産 ※２ 121,098 98,984 76,763 53,044 34,236 31,270

賃貸料等未収入金 18,896 ― ― ― ― ―

合計 177,276 102,241 79,122 54,513 35,011 32,351

※１ 割賦債権については、割賦未実現利益控除前の償還予定額を記載しております。

※２ リース債権及びリース投資資産については、リース料債権部分の償還予定額を記載しております。
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(注) ４ 長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2024年３月31日)

１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 71,593 ― ― ― ― ―

コマーシャル・ペーパー 6,000 ― ― ― ― ―

社債(１年内償還予定の社債を含む) 10,000 20,000 20,000 ― 30,000 ―

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

130,928 114,456 99,746 83,686 41,140 1,000

合計 218,521 134,456 119,746 83,686 71,140 1,000

当連結会計年度(2025年３月31日)

１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

短期借入金 83,923 ― ― ― ― ―

コマーシャル・ペーパー 20,000 ― ― ― ― ―

社債(１年内償還予定の社債を含む) 20,000 20,000 ― 30,000 20,000 ―

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

115,313 135,248 126,049 81,432 43,000 2,000

合計 239,237 155,248 126,049 111,432 63,000 2,000
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３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 4,618 ― ― 4,618

資産計 4,618 ― ― 4,618

当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 4,390 ― ― 4,390

資産計 4,390 ― ― 4,390

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度(2024年３月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

割賦債権 ― ― 4,159 4,159

リース債権及びリース投資資産 ― ― 332,243 332,243

資産計 ― ― 336,402 336,402

社債(１年内償還予定の社債を含む) ― 79,660 ― 79,660

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

― 467,821 ― 467,821

負債計 ― 547,481 ― 547,481
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当連結会計年度(2025年３月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

割賦債権 ― ― 13,864 13,864

リース債権及びリース投資資産 ― ― 374,602 374,602

投資有価証券

その他有価証券

信託受益権 ― ― 2,214 2,214

資産計 ― ― 390,681 390,681

社債(１年内償還予定の社債を含む) ― 88,573 ― 88,573

長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

― 495,593 ― 495,593

負債計 ― 584,166 ― 584,166

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ

ル１の時価に分類しております。また、信託受益権の時価は、主として約定キャッシュ・フローを同様の新規契約

を行った場合に想定される利率に信用リスクを加味した利率で割り引いて時価を算定しており、レベル３の時価に

分類しております。

割賦債権、リース債権及びリース投資資産

これらの時価は、商品分類に基づく単位ごとに、主として約定キャッシュ・フローを同様の新規契約を行った場

合に想定される利率に信用リスクを加味した利率で割り引いて時価を算定しており、レベル３の時価に分類してお

ります。なお、時価には所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る見積残存価額を含めておりません。

社債

当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。社債の時価は、市場価格があるものの活発

な市場で取引されているわけではないため、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、変動金利によるものは市場金利を短期間で反映し、かつ、当グループの信用状態は実行後

大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額に近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっておりま

す。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。



― 76 ―

(有価証券関係)

１ その他有価証券

前連結会計年度(2024年３月31日)

種類
連結貸借対照表

計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 4,039 1,406 2,633

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 578 765 △187

合計 4,618 2,171 2,446

当連結会計年度(2025年３月31日)

種類
連結貸借対照表

計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 3,806 1,347 2,459

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 584 833 △249

合計 4,390 2,180 2,210
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(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてい

るほか、確定拠出年金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。

更に、当社及び一部の連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このうち自社の拠出

に対する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理してお

ります。

なお、当社及び一部の連結子会社が有する一部の確定給付年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給

付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

２ 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

退職給付債務の期首残高 9,398百万円 9,820百万円

勤務費用 665百万円 671百万円

利息費用 31百万円 33百万円

数理計算上の差異の発生額 124百万円 △1,373百万円

退職給付の支払額 △409百万円 △472百万円

その他 9百万円 8百万円

退職給付債務の期末残高 9,820百万円 8,688百万円

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

年金資産の期首残高 11,970百万円 13,592百万円

期待運用収益 231百万円 262百万円

数理計算上の差異の発生額 1,099百万円 △497百万円

退職給付の支払額 △407百万円 △465百万円

事業主からの拠出額 698百万円 607百万円

年金資産の期末残高 13,592百万円 13,499百万円

(3) 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 388百万円 405百万円

退職給付費用 49百万円 67百万円

退職給付の支払額 △32百万円 △74百万円

企業結合による増加 ―百万円 402百万円

退職給付に係る負債の期末残高 405百万円 800百万円



― 78 ―

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 9,820百万円 8,640百万円

年金資産 △13,592百万円 △13,499百万円

△3,772百万円 △4,859百万円

非積立型制度の退職給付債務 404百万円 849百万円

連結貸借対照表に計上された負債と
資産の純額

△3,367百万円 △4,010百万円

退職給付に係る負債 404百万円 849百万円

退職給付に係る資産 △3,772百万円 △4,859百万円

連結貸借対照表に計上された負債と
資産の純額

△3,367百万円 △4,010百万円

(注) 簡便法を適用した制度を含めております。

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

勤務費用 715百万円 739百万円

利息費用 31百万円 33百万円

期待運用収益 △231百万円 △262百万円

数理計算上の差異の費用処理額 △103百万円 △168百万円

過去勤務費用の費用処理額 0百万円 ―百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 412百万円 341百万円

(注) 簡便法で計算した退職給付費用は、勤務費用に含めております。

(6) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

過去勤務費用 0百万円 ―百万円

数理計算上の差異 871百万円 706百万円

合計 871百万円 706百万円

(7) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

未認識過去勤務費用 ―百万円 ―百万円

未認識数理計算上の差異 △1,262百万円 △1,969百万円

合計 △1,262百万円 △1,969百万円
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(8) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

債券 63.7％ 56.1％

株式 27.5％ 27.7％

オルタナティブ ―％ 7.2％

一般勘定 6.5％ 6.7％

その他 2.3％ 2.3％

合計 100.0％ 100.0％

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

割引率 主として0.4％ 主として1.8％

長期期待運用収益率 主として2.0％ 主として2.0％

３ 複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度318百万

円、当連結会計年度332百万円であります。

(1) 複数事業主制度の直近の積立状況

前連結会計年度
(2023年３月31日現在)

当連結会計年度
(2024年３月31日現在)

年金資産の額 55,765百万円 64,191百万円

年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額

49,100百万円 52,019百万円

差引額 6,665百万円 12,171百万円

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

前連結会計年度 10.7％ （2023年３月31日現在）

当連結会計年度 10.9％ （2024年３月31日現在）

(3) 補足説明

上記(2)の割合は、当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

４ 確定拠出制度

一部の連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度111百万円、当連結会計年度138百万円でありま

す。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産

賞与引当金 1,059百万円 1,265百万円

資産調整勘定 ―百万円 835百万円

貸倒引当金 627百万円 634百万円

メンテナンス未払金 380百万円 490百万円

未払事業税 269百万円 386百万円

税務上の繰越欠損金 396百万円 313百万円

資産除去債務 199百万円 223百万円

減価償却費 501百万円 203百万円

その他 880百万円 1,183百万円

繰延税金資産小計 4,315百万円 5,536百万円

評価性引当額 △747百万円 △1,178百万円

繰延税金資産合計 3,567百万円 4,358百万円

繰延税金負債

減価償却費 △4,394百万円 △3,222百万円

退職給付に係る資産 △1,426百万円 △1,799百万円

企業結合に伴い識別された
無形固定資産等

△554百万円 △852百万円

その他有価証券評価差額金 △807百万円 △754百万円

その他 △194百万円 △334百万円

繰延税金負債合計 △7,376百万円 △6,962百万円

繰延税金資産(負債)の純額 △3,808百万円 △2,604百万円

(注) 評価性引当額が、431百万円増加しております。この増加の主な内容は、連結子会社であるKD eソリューション

ズ株式会社の繰延税金資産に対する評価性引当額555百万円であります。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効

税率の100分の５以下であるため、注記を省略しております。

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１日

以後開始する連結会計年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率を変更し計算しております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

１ 企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 KD eソリューションズ株式会社

事業の内容 自動車リース事業

自動車整備事業

(2) 企業結合を行った主な理由

「カーボンニュートラル社会」の実現に向けて加速するEVシフトを見据え、関西電力グループとのEV普及推進

における様々な協業を更に強固なものにするとともに、関西全域での総合モビリティサービス事業の基盤拡充を

図ることを目的としたものであります。

(3) 企業結合日

2025年１月６日（株式取得日）

2025年１月１日（みなし取得日）

(4) 企業結合の法的形式

株式取得による子会社化

(5) 結合後企業の名称

変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによります。

２ 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績期間

2025年１月１日から2025年３月31日まで

３ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 9,090百万円

４ 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等 325百万円

５ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額 1,654百万円

なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、入手可能な合理的

情報に基づき、暫定的に算出された金額であります。

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

(3) 償却の方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却
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６ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 28,383百万円

固定資産 6,925百万円

資産合計 35,309百万円

流動負債 27,117百万円

固定負債 756百万円

負債合計 27,873百万円

７ 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務の金額に重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(収益認識関係)

１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

収益認識の時期

一時点で移転される財又はサービス 72,405 82,124

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 57,796 61,667

顧客との契約から生じる収益 130,201 143,791

その他の収益 (注) 262,772 270,689

外部顧客への売上高 392,974 414,481

(注) 「その他の収益」は、主にリース取引に関する会計基準に基づく収益であります。

２ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループの自動車リース事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する時点は次のとおりでありま

す。

(1) リース関連取引

リース取引はリース取引に関する会計基準に基づき会計処理を行っており、車両及びファイナンス費用を含ん

でおります。

なお、リース契約に車両メンテナンスサービスが含まれる場合、メンテナンスサービスは収益認識会計基準に

基づき収益を認識しており、当該履行義務は一定期間にわたり充足されることから、契約書に定義した契約期間

にわたり収益を計上しております。

(2) 賃貸資産の売却取引等

リース契約の満了及び中途解約に伴う賃貸資産の売却取引等は、一時点で履行義務が充足されることから、賃

貸資産を引き渡した時点で収益を計上しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、自動車リース事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。

【関連情報】

１ 製品及びサービスごとの情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２ 地域ごとの情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 海外 合計

280,364 57,950 338,314

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

(単位：百万円)

日本 海外 合計

302,081 67,129 369,211
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３ 主要な顧客ごとの情報

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

当社グループの事業セグメントは、自動車リース事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当社グループの事業セグメントは、自動車リース事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

１ 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

(2) 連結財務諸表提出会社の関連会社

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

(3) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又
は職業

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

株式会社三井
住友銀行

東京都
千代田区

1,770,996 銀行業 ― 資金の借入 資金の借入 479,804 短期借入金 42,000

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入については、一般取引条件及び市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又
は職業

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

株式会社三井
住友銀行

東京都
千代田区

1,771,093 銀行業 ― 資金の借入 資金の借入 504,004 短期借入金 42,000

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入については、一般取引条件及び市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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２ 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又
は職業

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

株式会社三井
住友銀行

東京都
千代田区

1,770,996 銀行業 ― 資金の借入 資金の借入 69,652

短期借入金 15,128

1年内
返済予定の
長期借入金

6,773

長期借入金 5,788

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入については、一般取引条件及び市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容又
は職業

議決権等の
所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者との
関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社
の子会社

株式会社三井
住友銀行

東京都
千代田区

1,771,093 銀行業 ― 資金の借入 資金の借入 68,025

短期借入金 8,907

1年内
返済予定の
長期借入金

5,774

長期借入金 8,065

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の借入については、一般取引条件及び市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 4,732円10銭 5,089円71銭

１株当たり当期純利益 608円10銭 706円92銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 17,993 20,918

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

17,993 20,918

普通株式の期中平均株式数(千株) 29,590 29,590



― 90 ―

⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

住友三井オートサ
ービス株式会社

第４回無担保社債 2019年10月31日 10,000 ― 0.15 無担保社債 2024年10月31日

住友三井オートサ
ービス株式会社

第６回無担保社債 2020年９月11日 10,000
10,000
(10,000)

0.23 無担保社債 2025年９月11日

住友三井オートサ
ービス株式会社

第７回無担保社債 2021年10月22日 10,000 10,000 0.14 無担保社債 2026年10月22日

住友三井オートサ
ービス株式会社

第８回無担保社債 2023年２月17日 10,000
10,000
(10,000)

0.40 無担保社債 2026年２月17日

住友三井オートサ
ービス株式会社

第９回無担保社債 2023年８月25日 10,000 10,000 0.35 無担保社債 2026年８月25日

住友三井オートサ
ービス株式会社

第10回無担保社債 2023年８月25日 10,000 10,000 0.569 無担保社債 2028年８月25日

住友三井オートサ
ービス株式会社

第11回無担保社債 2024年２月20日 20,000 20,000 0.673 無担保社債 2029年２月20日

住友三井オートサ
ービス株式会社

第12回無担保社債 2024年10月25日 ― 10,000 0.933 無担保社債 2029年10月25日

住友三井オートサ
ービス株式会社

第13回無担保社債 2025年２月17日 ― 10,000 1.29 無担保社債 2030年２月15日

合計 ― ― 80,000
90,000

(20,000)
― ― ―

(注) １ 「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額
１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

20,000 20,000 ― 30,000 20,000

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 71,593 83,923 1.52 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 130,928 115,313 0.90 ―

長期借入金
(１年以内に返済予定のものを除く)

340,029 387,730 1.04
2025年４月～
2030年８月

その他有利子負債

コマーシャル・ペーパー
(１年以内返済予定)

6,000 20,000 0.45 ―

合計 548,551 606,967 ― ―

(注) １ 平均利率については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ リース債務は金額が僅少であり、重要性が乏しいため記載を省略しております。

３ 長期借入金の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 135,248 126,049 81,432 43,000

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため記載を省略しております。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 28,034 20,697

売掛金 ※1 168 ※1 123

割賦債権 3,112 ※1 3,381

リース債権 ※1 65,315 ※1 71,933

リース投資資産 ※1 98,876 ※1 101,704

賃貸料等未収入金 ※1 10,874 ※1 10,686

前払費用 12,360 12,697

関係会社短期貸付金 204,590 244,381

その他 ※1 4,662 ※1 3,365

貸倒引当金 △489 △298

流動資産合計 427,504 468,672

固定資産

有形固定資産

賃貸資産 246,325 261,027

建物 932 964

器具備品 96 127

リース賃借資産 599 1,144

有形固定資産合計 247,953 263,263

無形固定資産

のれん 10,625 8,870

ソフトウエア 4,384 5,368

その他 1,816 1,625

無形固定資産合計 16,827 15,865

投資その他の資産

投資有価証券 4,943 4,937

関係会社株式 18,862 38,899

長期前払費用 9,213 10,322

前払年金費用 2,225 2,563

繰延税金資産 328 383

その他 ※1 5,835 ※1 5,744

貸倒引当金 △739 △502

投資その他の資産合計 40,669 62,350

固定資産合計 305,450 341,478

資産合計 732,955 810,151
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(単位：百万円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※2 544 451

買掛金 ※1 25,948 ※1 33,480

短期借入金 47,500 59,500

1年内償還予定の社債 10,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 121,000 101,000

コマーシャル・ペーパー 6,000 20,000

リース債務 ※1 249 ※1 396

未払金 ※1 9,462 ※1 10,233

未払法人税等 2,861 4,780

賃貸料等前受金 1,331 1,583

賞与引当金 2,875 3,318

役員賞与引当金 127 130

その他 ※1 4,314 ※1 4,509

流動負債合計 232,217 259,383

固定負債

社債 70,000 70,000

長期借入金 318,575 361,875

リース債務 ※1 375 ※1 765

役員退職慰労引当金 95 133

その他 27 17

固定負債合計 389,073 432,790

負債合計 621,290 692,174

純資産の部

株主資本

資本金 13,636 13,636

資本剰余金

資本準備金 13,685 13,685

その他資本剰余金 18,339 18,339

資本剰余金合計 32,025 32,025

利益剰余金

利益準備金 183 183

その他利益剰余金

別途積立金 22,550 22,550

繰越利益剰余金 63,674 70,149

利益剰余金合計 86,407 92,882

自己株式 △22,099 △22,099

株主資本合計 109,970 116,445

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,694 1,531

評価・換算差額等合計 1,694 1,531

純資産合計 111,664 117,977

負債純資産合計 732,955 810,151
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② 【損益計算書】

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高

リース売上高 ※1,※5 265,379 ※1,※5 272,020

割賦売上高 3,582 ※5 2,326

その他の売上高 ※5 2,605 ※5 2,025

売上高合計 271,567 276,372

売上原価

リース原価 ※2,※5 215,046 ※2,※5 215,789

割賦原価 3,442 2,155

その他の原価 ※5 24 ※5 151

資金原価 ※3 865 ※3 1,601

売上原価合計 219,379 219,697

売上総利益 52,187 56,675

販売費及び一般管理費 ※4,※5 33,467 ※4,※5 34,943

営業利益 18,720 21,732

営業外収益

受取利息 ※5 1,148 ※5 1,541

受取配当金 ※5 1,072 ※5 635

その他 ※5 93 ※5 97

営業外収益合計 2,314 2,274

営業外費用

支払利息 ※5 428 ※5 834

社債利息 126 253

社債発行費 171 91

その他 105 16

営業外費用合計 832 1,196

経常利益 20,202 22,810

特別利益

投資有価証券売却益 24 5

特別利益合計 24 5

特別損失

固定資産除売却損 18 11

投資有価証券売却損 0 ―

投資有価証券評価損 84 176

ゴルフ会員権売却損 25 ―

特別損失合計 128 188

税引前当期純利益 20,099 22,628

法人税、住民税及び事業税 5,607 7,141

法人税等調整額 942 16

法人税等合計 6,549 7,157

当期純利益 13,549 15,470
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 13,636 13,685 18,339 32,025

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 13,636 13,685 18,339 32,025

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 183 22,550 58,912 81,646 △22,099 105,209

当期変動額

剰余金の配当 △8,788 △8,788 △8,788

当期純利益 13,549 13,549 13,549

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 4,761 4,761 ― 4,761

当期末残高 183 22,550 63,674 86,407 △22,099 109,970

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

当期首残高 1,273 106,482

当期変動額

剰余金の配当 △8,788

当期純利益 13,549

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
420 420

当期変動額合計 420 5,182

当期末残高 1,694 111,664
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当事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 13,636 13,685 18,339 32,025

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ―

当期末残高 13,636 13,685 18,339 32,025

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 183 22,550 63,674 86,407 △22,099 109,970

当期変動額

剰余金の配当 △8,995 △8,995 △8,995

当期純利益 15,470 15,470 15,470

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 6,475 6,475 ― 6,475

当期末残高 183 22,550 70,149 92,882 △22,099 116,445

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

当期首残高 1,694 111,664

当期変動額

剰余金の配当 △8,995

当期純利益 15,470

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
△162 △162

当期変動額合計 △162 6,312

当期末残高 1,531 117,977
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

② 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 賃貸資産

賃貸期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積価額を残存価額とする定額法を採用しております。

なお、将来のリース料債権の回収困難等に伴う賃貸資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加計上して

おります。

(2) リース賃借資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証がある場合は当該金額）とする定額法を採用しておりま

す。

(3) その他有形固定資産

定率法（ただし、建物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採

用しております。なお、主な耐用年数は３～15年であります。

(4) 無形固定資産（のれんを除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主に

５）に基づく定額法を採用しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生

債権等については財務内容評価法に基づき個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員への賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員及び執行役員への賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

事業年度末において、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過している場合は、超過額を前払年金費用と

して計上しております。
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① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員及び執行役員への退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４ 収益及び費用の計上基準

(1) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準

リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法を採用しております。

② オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に対応

するリース料を計上しております。

(2) 割賦販売取引の割賦売上高及び割賦原価の計上基準

割賦販売契約実行時にその債権総額を割賦債権に計上し、支払期日到来基準により当該経過期間に対応する割

賦売上高及び割賦原価を計上しております。

なお、支払期日未到来の割賦債権に対応する未経過利益は繰延経理しております。

(3) 金融費用の計上基準

金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしております。

その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準として営業資

産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業外費用に計上して

おります。

なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控除して計上しておりま

す。

５ その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表における

これらの会計処理の方法と異なっております。

(2) のれんの会計処理

のれんは発生ごとに効果の発現する期間を見積り、その計上後20年以内の期間にわたって均等償却を行うこと

としております。ただし、金額が僅少な場合は、発生年度において全額償却を行うこととしております。
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(重要な会計上の見積り)

１ 営業債権等の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

前事業年度
（2024年３月31日）

当事業年度
（2025年３月31日）

営業債権等 425,369百万円 449,351百万円

(注) 営業債権等には、売掛金、割賦債権、リース債権、リース投資資産、賃貸料等未収入金、賃貸資産並びに投資

その他の資産（その他）に含まれる固定化営業債権が含まれております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

営業債権等の評価は、自己査定基準に基づき債務者区分を判定し、債務者区分に基づき一般債権については

貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については財務内容評価法に基づき個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額又は将来の処分損失見込額を見積り計上しております。当該見積りは、滞留期間や

債務者の財務指標等の要因を考慮して行っております。

これらの見積りに用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合は、翌

事業年度の財務諸表において、上記の営業債権等の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

短期金銭債権 3,189百万円 4,980百万円

長期金銭債権 14百万円 14百万円

短期金銭債務 4,524百万円 4,924百万円

長期金銭債務 334百万円 300百万円

※２ 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

支払手形 140百万円 ―百万円

（注）賃貸料等未収入金に含めて表示しております受取手形には期末日満期手形が含まれておりますが、金額が僅少の

ため記載を省略しております。

３ リース・割賦契約等に基づく預り手形

金額が僅少のため記載を省略しております。

４ 買付予約高

リース契約及び割賦契約の成約による購入資産の買付予約高は次のとおりであります。

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

買付予約高 42,180百万円 38,017百万円

５ 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関等と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しており

ます。事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

す。

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

264,400百万円 260,900百万円

借入実行残高 45,500百万円 45,500百万円

差引額 218,900百万円 215,400百万円

６ 偶発債務

関係会社向けの債務保証

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

Summit Auto Lease Australia Pty
Limited

11,931百万円 12,920百万円

SMAS Auto Leasing India Private
Limited

10,138百万円 9,504百万円

合計 22,070百万円 22,424百万円
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(損益計算書関係)

※１ リース売上高の内訳は、次のとおりであります。

なお、オペレーティング・リース料収入及びファイナンス・リース料収入については、メンテナンスサービス収

益を含めております。

前事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

オペレーティング・リース料収入 136,444百万円 137,436百万円

ファイナンス・リース料収入 75,666百万円 74,970百万円

賃貸資産売上及び解約損害金 36,592百万円 41,156百万円

その他 16,676百万円 18,456百万円

合計 265,379百万円 272,020百万円

※２ リース原価の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

賃貸資産減価償却費及び処分原価 92,247百万円 90,162百万円

ファイナンス・リース原価 54,065百万円 52,419百万円

メンテナンス料 41,183百万円 45,253百万円

自動車諸税・保険料 24,138百万円 24,309百万円

その他 3,412百万円 3,644百万円

合計 215,046百万円 215,789百万円

※３ 資金原価の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

支払利息等 865百万円 1,601百万円

受取利息 △0百万円 △0百万円

合計 865百万円 1,601百万円
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※４ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

給与及び賞与 9,553百万円 10,460百万円

営繕費 4,904百万円 5,454百万円

賞与引当金繰入額 2,875百万円 3,318百万円

減価償却費 3,887百万円 2,341百万円

役員賞与引当金繰入額 127百万円 130百万円

役員退職慰労引当金繰入額 38百万円 37百万円

貸倒引当金繰入額 △242百万円 △129百万円

販売費に属する費用の
おおよその割合

8％ 10％

一般管理費に属する費用の
おおよその割合

92％ 90％

※５ 関係会社との取引に係るもの

関係会社との取引に係る主なものは次のとおりであります。

前事業年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業取引による取引高

売上高 1,535百万円 1,918百万円

売上原価 1,983百万円 2,119百万円

販売費及び一般管理費 6,803百万円 6,845百万円

営業取引以外の取引による取引高 2,181百万円 2,133百万円
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載してお

りません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりであります。

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

子会社株式 13,844百万円 33,880百万円

関連会社株式 5,018百万円 5,018百万円

合計 18,862百万円 38,899百万円
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

繰延税金資産

賞与引当金 880百万円 1,016百万円

関係会社株式評価損 803百万円 827百万円

メンテナンス未払金 366百万円 475百万円

投資有価証券評価損 242百万円 304百万円

未払事業税 198百万円 289百万円

減価償却費 433百万円 226百万円

貸倒引当金 284百万円 190百万円

その他 471百万円 514百万円

繰延税金資産小計 3,679百万円 3,845百万円

評価性引当額 △1,054百万円 △1,141百万円

繰延税金資産合計 2,625百万円 2,704百万円

繰延税金負債

前払年金費用 △940百万円 △1,061百万円

その他有価証券評価差額金 △804百万円 △752百万円

企業結合に伴い識別された
無形固定資産等

△551百万円 △506百万円

繰延税金負債合計 △2,297百万円 △2,320百万円

繰延税金資産純額 328百万円 383百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度
(2024年３月31日)

当事業年度
(2025年３月31日)

法定実効税率 30.6％ ―％

(調整)

のれん償却額 2.7％ ―％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目

△1.5％ ―％

交際費 0.2％ ―％

その他 0.6％ ―％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.6％ ―％

(注) 当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４月１日

以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産及び繰延

税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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(収益認識関係)

「顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」については、連結財務諸表「注記事項（収益認

識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高

当期末減価償
却累計額

当期末
取得原価

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) （百万円） （百万円）

有形固定資産

賃貸資産 246,325 94,447 11,761 67,984 261,027 374,493 635,520

建物 932 157 10 115 964 1,106 2,070

器具備品 96 60 0 28 127 355 482

リース賃借資産 599 852 ― 307 1,144 1,530 2,674

有形固定資産計 247,953 95,519 11,772 68,436 263,263 377,484 640,748

資産の種類
当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

無形固定資産

のれん 10,625 ― ― 1,755 8,870

ソフトウエア 4,384 2,688 6 1,698 5,368

その他 1,816 ― ― 190 1,625

無形固定資産計 16,827 2,688 6 3,644 15,865

(注) １ 賃貸資産の当期増加額は、オペレーティング・リース取引のための資産の購入及び所有権移転外ファイナン

ス・リース取引が再リース取引となったことに伴うリース投資資産からの振替額が含まれております。

なお、再リース取引による賃貸資産の増加額は1,782百万円であります。

２ 賃貸資産の当期減少額は、売却・除却等によるものであります。

【引当金明細表】

区分
当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

貸倒引当金 1,229 173 601 800

賞与引当金 2,875 3,318 2,875 3,318

役員賞与引当金 127 130 127 130

役員退職慰労引当金 95 37 ― 133

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 株券不発行

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株制度を採用しておりません。

株式の名義書換

取扱場所
東京都新宿区西新宿三丁目20番２号
住友三井オートサービス株式会社

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 ―

新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り ―

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法
当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL https://www.smauto.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) 譲渡による当社株式の取得については、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社でないため金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第44期(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

2024年６月27日 関東財務局長に提出

(2) 半期報告書

事業年度 第45期中(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

2024年12月13日 関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書

2024年５月30日 関東財務局長に提出

2025年３月７日 関東財務局長に提出

2025年６月６日 関東財務局長に提出

(4) 発行登録追補書類（社債）及びその添付書類

2024年10月18日 関東財務局長に提出

2025年２月７日 関東財務局長に提出

(5) 訂正発行登録書

2024年５月30日 関東財務局長に提出

2024年10月４日 関東財務局長に提出

2025年３月７日 関東財務局長に提出

2025年６月６日 関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

2025年６月27日

住友三井オートサービス株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 邉 道 明

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 原 智 美

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる住友三井オートサービス株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住

友三井オートサービス株式会社及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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営業債権等に係る債務者区分の判定の妥当性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

住友三井オートサービス株式会社の連結貸借対照表に

おいて、売掛金、割賦債権、リース債権及びリース投資

資産、賃貸料等未収入金、流動資産（その他）に含まれ

る営業貸付金、賃貸資産並びに投資その他の資産（その

他）に含まれる固定化営業債権（以下「営業債権等」と

総称する。）が計上されている。営業債権等の合計金額

は807,997百万円であり、総資産の85%に相当する高い割

合を占める。このうち、住友三井オートサービス株式会

社の営業債権等の金額が大半である。

「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項）４. 会計方針に関する事項(3)重要な引当金の計上

基準①貸倒引当金」に記載のとおり、住友三井オートサ

ービス株式会社及び連結子会社は、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等については財務内容評価法に基づき個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

また、「（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項）４. 会計方針に関する事項(2)重要な減価償却資

産の減価償却の方法①賃貸資産」に記載のとおり、将来

のリース料債権の回収困難等に伴う賃貸資産の処分損失

に備えるため、減価償却費を追加計上している。

住友三井オートサービス株式会社においては、自己査

定基準に基づいて債務者区分を判定し、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等については、財務内容評価法により回

収不能見込額又は将来の処分損失見込額を見積り計上し

ている。

「（重要な会計上の見積り）１．営業債権等の評価」

に記載のとおり、自己査定基準に基づいて行われる債務

者区分の判定に当たっては、滞留期間や債務者の財務指

標等の要因が考慮されるため、当該債務者区分の判定

は、経営者による重要な判断を伴う。

以上から、当監査法人は住友三井オートサービス株式

会社の営業債権等に係る債務者区分の判定の妥当性が、

当連結会計年度の連結財務諸表監査において、特に重要

であり、監査上の主要な検討事項に該当すると判断し

た。

当監査法人は、住友三井オートサービス株式会社の営

業債権等に係る債務者区分の判定の妥当性を検討するた

め、主に以下の監査手続を実施した。

(1) 内部統制の評価

営業債権等の評価における債務者区分の判定に関連す

る、内部統制の整備及び運用状況の有効性を評価した。

(2) 債務者区分の判定の妥当性

債務者区分の判定の妥当性を検討するために以下の手

続を実施した。

● 債務者区分の判定に当たって用いられた、滞留期間

や債務者の財務指標等の情報の信頼性を検証するた

めに関連資料を閲覧した。

● 上記資料に基づき、会社の実施した債務者区分の判

定結果の妥当性を検証した。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他

の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲

に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。



― 114 ―

監査人は、監査役と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を

監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (3)【監査の

状況】に記載されている。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

2025年６月27日

住友三井オートサービス株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 邉 道 明

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 原 智 美

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる住友三井オートサービス株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友三

井オートサービス株式会社の2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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営業債権等に係る債務者区分の判定の妥当性

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

住友三井オートサービス株式会社の貸借対照表におい

て、売掛金、割賦債権、リース債権、リース投資資産、

賃貸料等未収入金、賃貸資産並びに投資その他の資産

（その他）に含まれる固定化営業債権（以下「営業債権

等」と総称する。）が計上されている。営業債権等の合

計金額は449,351百万円であり、総資産の56％に相当す

る高い割合を占める。

「（重要な会計方針）３.引当金の計上基準(1)貸倒引

当金」に記載のとおり、住友三井オートサービス株式会

社は、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については財務

内容評価法に基づき個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。また、「（重要な会計方針）

２.固定資産の減価償却の方法(1)賃貸資産」に記載のと

おり、将来のリース料債権の回収困難等に伴う賃貸資産

の処分損失に備えるため、減価償却費を追加計上してい

る。

住友三井オートサービス株式会社においては、自己査

定基準に基づいて債務者区分を判定し、貸倒懸念債権及

び破産更生債権等については、財務内容評価法により回

収不能見込額又は将来の処分損失見込額を見積り計上し

ている。

「（重要な会計上の見積り）１．営業債権等の評価」

に記載のとおり、自己査定基準に基づいて行われる債務

者区分の判定に当たっては、滞留期間や債務者の財務指

標等の要因が考慮されるため、当該債務者区分の判定

は、経営者による重要な判断を伴う。

以上から、当監査法人は住友三井オートサービス株式

会社の営業債権等に係る債務者区分の判定の妥当性が、

当事業年度の財務諸表監査において、特に重要であり、

「監査上の主要な検討事項」に該当すると判断した。

連結財務諸表の監査報告書において、「営業債権等に

係る債務者区分の判定の妥当性」が監査上の主要な検討

事項に該当すると判断し、監査上の対応について記載し

ている。

当該記載内容は、個別財務諸表監査における監査上の

対応と実質的に同一の内容であることから、監査上の対

応に関する具体的な記載を省略する。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他

の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査上の

主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合

や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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